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はじめに 

 

五條市では、平成 19 年に「五條市障害者基本計画」を策定し、障害のある人が地

域とのつながりの中で、自尊心と自立心をもって暮らせる共生社会をめざし、障害者

福祉施策に取り組んでまいりました。 

 近年、障害者総合支援法や障害者差別解消法が成立し、国際連合の「障害者権利条

約」が批准されるなど障害者福祉制度を取り巻く環境は大きく変化しています。 

 このような社会の動向やこれまでの本市における障害者施策の成果や課題を踏ま

え、障害の有無に関係なくすべての人にとって暮らしやすい、共に生きる社会の実現

をめざすことを基本理念に「第２次五條市障害者計画」を策定いたしました。 

 今後は計画に基づき、関係機関のみなさまとの連携をはかりながら施策を推進して

まいりますので、市民のみなさまのご理解とご協力をお願い申し上げます。 

 最後になりますが、本計画策定にあたり、熱心にご審議いただきました障害者計画

策定委員会委員のみなさまをはじめ、アンケート調査におきまして貴重なご意見やご

提言をいただきました市民のみなさま、関係機関、関係団体のみなさまに心より感謝

を申し上げます。 

 

平成２９年３月 

 

 

五條市長                     
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第１章 計画の策定にあたって 

 

第１節 計画策定の背景と趣旨 

国においては、平成18年に国際連合が採択した「障害者の権利に関する条約」（以下「障

害者権利条約」という。）の批准に向けた国内法の整備を進め、平成23年に改正した「障

害者基本法」では、障害のある人の定義を見直すとともに、障害者権利条約では障害のあ

る人に対する合理的な配慮の概念を盛り込みました。 

また、平成24年６月には従来の障害者自立支援法を「障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律」（以下「障害者総合支援法」）に改正し、難病患者を障害福

祉の対象に含めるなど制度改正を推進しています。さらに平成25年６月には、「障害を理

由とする差別の解消の推進に関する法律」（以下「障害者差別解消法」という。）が成立し、

平成28年４月から施行されています。平成25年９月には、国における障害者施策の基本的

なあり方を示す「障害者基本計画（第３次）」（以下「国の基本計画」という。）を策定し

ています。 

これら一連の法整備などを経て、平成26年１月に国際連合の「障害者権利条約」が正式

に国内で批准されるなど、障害のある人を取り巻く環境が大きく変化している中で、本市

においても、新たな法律に対応するよう国や奈良県の動向に留意しながら、障害のある人

の実態やニーズの把握に努め、在宅福祉サービスや施設サービスの充実、社会参加の促進

等、様々な施策を推進し、障害者福祉の向上を図ってきました。 

本市では、平成19年５月に「五條市障害者基本計画」を策定し、「障害のある人が地域

とのつながりの中で自尊心と自立心をもって暮らせる「共生社会」をめざして」という基

本理念のもと障害者施策を総合的に推進するとともに、平成27年３月には「第４期五條市

障害福祉計画」を策定し、障害福祉サービスの充実·強化を図っています。 

近年、本市においても、高齢化や世帯の小規模化が進むとともに、障害のある人の増加

と高齢化、障害の重度化がみられ、それに伴って障害福祉のニーズは多様化している傾向

にあります。 

障害のある人に関係する法制度の変化を念頭に置きつつ、障害のある人が自らの意思に

より地域で安心した生活を送ることができるまちの実現にとって、本市が担う役割はこれ

までにも増して重要なものとなってきています。 

この10年間における国の障害者制度改革の動きを反映し、分野別施策の方向性を定めた

「第２次五條市障害者計画」（以下「本計画」という。）を策定するものです。 
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第２節 計画の性格 

１ 法的根拠 

本計画は、障害者基本法第11条第３項を根拠に策定が義務付けられた「市町村障害者計

画」です。また、本計画は、国の基本計画や奈良県の計画に基づき、地域の障害のある人

の状況を踏まえ、障害者施策に関する基本的な考え方や方向性を明らかにし、施策の総合

的な推進を図るための基本的な計画です。 

さらに、障害者差別解消法の制定及び障害者の権利に関する条約の締結などを踏まえ、

本市における共生社会の実現に向けた取組みを推進する内容とします。 

 

 

２ 他計画との関係 

本計画は、「第５次五條市総合計画」の中の健康·福祉分野について具体的に記述した

計画と位置づけられます。また、「五條市障害福祉計画」「五條市老人保健福祉計画·介護

保険事業計画」「五條市子ども·子育て支援事業計画」など、関連する保健福祉計画との

調和に留意し策定しています。 

なお、障害福祉計画は、障害者総合支援法第88条の規定に基づき定められる「市町村障

害福祉計画」に該当し、障害福祉サービスの提供体制の確保やその他法律に基づく業務の

円滑な実施に関する計画として定めるものです。 

 

 【障害者計画と障害福祉計画の関係】 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

障害者計画 

◇ 法的根拠：障害者基本法（第11条第３項）に基づく障害のある人のための

施策に関する基本的な計画 

◇ 計画の期間：10年 

◇ 内 容：生活支援、保健・医療、教育、文化芸術活動・スポーツ、雇用・ 

就業、経済的自立の支援、生活環境、情報アクセシビリティ、安全・安心、

差別の解消及び権利擁護の推進、行政サービス等における配慮 

障害福祉計画 

◇ 法的根拠：障害者総合支援法（第88条第１項）に基づく障害福祉サー

ビス等の確保に関する実施計画 

◇ 計画の期間：３年 

◇ 内 容：各年度における障害福祉サービス・相談支援の種類ごとの

必要量見込みと確保の方策、地域生活支援事業の実施に関する事項 
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第３節 本計画の対象 

「障害者」の定義については、障害者基本法第２条において、「身体障害、知的障害、

精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の機能の障害がある者であって、障害及び社

会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にあるものを

いう。」とされています。また、社会的障壁については、「障害がある者にとって日常生

活又は社会生活を営む上で障壁となるような社会における事物、制度、慣行、観念その

他一切のものをいう。」と定義されています。 

以上の定義等を踏まえ、本計画は、身体障害者手帳、療育手帳（知的障害のある人や

子ども）、精神障害者保健福祉手帳所持者だけでなく、難病患者、療育の必要な児童、発

達障害のある人、高次脳機能障害のある人や自立支援医療（精神通院）制度の適用を受

けている人など、日常生活や社会生活で支援を必要とするすべての人を対象とします。 

 

 

第４節 計画の策定体制 

本計画は、市民アンケート調査結果に基づき、市民の抱える課題やニーズを把握する

とともに、障害者団体や障害サービス提供事業者に対するヒアリング、前計画の施策の

進行に関する庁内関係課への意見聴取などを踏まえ、計画内容を検討しました。 

また、計画策定の中核機関として、障害者福祉団体、障害者福祉施設、関係機関、障

害のある人、または支援する人等、幅広い関係者の参画を得て「五條市障害者計画策定

委員会」を設置し、計画に対する意見等を聴取しながら計画策定を行っています。 

 

【参考】市民アンケート調査の概要 

（１）調査目的 

本調査は、障害のある人の生活実態やニーズ、市民の障害に対する意識や考

え方を把握し、今後の障害者施策に活用するとともに、「第２次五條市障害者

計画」策定の基礎資料とすることを目的として実施したものです。 

（２）調査時期 

平成 28 年 11 月 15 日から 12 月５日（郵送配布·郵送回収） 

（３）回収結果 

種 別 配布数 有効回答数（有効回答率） 

①障害のある人
への調査 

身体障害者 500人 221人(44.2％) 

知的障害者 100人 38人(38.0％) 

精神障害者 100人 37人(37.0％) 

複数手帳所持者 74人 

計 700人 370人(52.9％) 

②障害のない人
への調査 

1,000人 380人(38.0％) 
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第５節 計画の期間 

本計画の計画期間は、平成29年度から平成38年度までの10年間とします。 

ただし、国の法制度の改正をはじめ、社会情勢やニーズの変化、計画の進行状況等に

より、必要に応じ見直しを行うこととします。 
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第２章 本市の障害のある人を取り巻く現状と課題 

第１節 人口構造 

本市の総人口の動向をみると、平成７年に４万人台に達しましたが、その後は人口減

少が続き、平成28年10月１日現在の総人口は32,077人で、平成７年の40,871人から21.5％

減となっています。 

また、高齢化率は年々上昇し、平成28年は33.6％で、市民の３人に１人は高齢者とな

る一方、０～14歳までの年少人口比率は9.6％と平成２年に比べほぼ半減し、人口構造は

少子高齢化が急速に進んでいる状況となっています。 

 

   【人口の推移】 

（人）  

  平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 平成28年 

総人口 39,869  40,871  39,928  37,375  34,460  30,997  32,077  

年少人口 

（０～14 歳） 
7,433  6,951  6,066  4,909  3,937  3,019  3,068  

生産年齢人口 

（15～64 歳） 
26,089  26,278  25,077  22,886  20,550  17,444  18,223  

高齢者人口 

（65 歳以上） 
6,308  7,631  8,785  9,580  9,973  10,528  10,786  

年齢不詳 39  11  0 0  0 6 0 

資料：平成 27 年までは国勢調査／28 年は住民基本台帳[外国人含む]（各年 10 月１日現在） 
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第２節 障害者（児）の状況 

１ 障害者手帳所持者の推移 

手帳所持者（身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳）の総数は、平成

25年度まで増加傾向にありましたが、平成26年度を境に減少に転じています。 

身体障害者手帳及び療育手帳の各所持者数が減少する中、精神障害者保健福祉手帳所

持者は少ないものの、増加傾向にあります。 

各手帳の年齢別所持者の割合をみると、身体障害者手帳は65歳以上が75.6％、療育手

帳は18～39歳が34.6％、精神障害者保健福祉手帳は40～64歳が56.7％で、各々最も高く

なっています。また身体障害者手帳と療育手帳の両方を所持する割合は40～64歳が

47.1％と高くなっています。 

 

   【障害者手帳所持者の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   【障害者手帳所持者の年齢別内訳】 

（上段：人、下段：構成比） 

  ０～17 歳 18～39 歳 40～64 歳 65 歳以上 

身体障害者手帳数 
17  58  340  1,287  

1.0% 3.4% 20.0% 75.6% 

療育手帳数 
75  97  81  27  

26.8% 34.6% 28.9% 9.6% 

 上記のうち、身体障害者手帳と療育 

 手帳の両方の所持者数（再掲） 

7  15  24  5  

13.7% 29.4% 47.1% 9.8% 

精神障害者保健福祉手帳数 
0  47  101  30  

0.0% 26.4% 56.7% 16.9% 

資料：社会福祉課（平成28年３月末現在） 
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身体障害者手帳数 療育手帳数 精神障害者保健福祉手帳数

（人）

1,915 1,967 2,023 2,045 2,087
2,156 2,184 2,213 2,194

2,160

資料：社会福祉課（各年度末現在） 
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２ 身体障害者手帳所持者の状況 

身体障害者手帳の所持者は、65歳以上が７割を占め、割合は高齢化の進展を背景に

年々増加傾向にあります。平成27年度の所持者数は前年度に比べやや減少しましたが、

平成18年度に比べると150人（13％）増となっています。 

障害の等級別では、１級と４級が多く、また１、２級を合わせると各年度とも４割を

占め、重度障害者の割合が高くなっています。 

障害の種類別の推移をみると、肢体不自由と内部障害が増加し、肢体不自由が身体障

害者手帳所持者の６割を占めています。 

障害の種類の等級別内訳は、肢体不自由は４級が最も多く、次いで３級が続いていま

す。内部障害は１級が最も多くなっています。 

 

   【身体障害者手帳所持者の年齢別内訳】 

（上段：人、下段：構成比） 

  
平成 

18 年度 

平成 

19 年度 

平成 

20 年度 

平成 

21 年度 

平成 

22 年度 

平成 

23 年度 

平成 

24 年度 

平成 

25 年度 

平成 

26 年度 

平成 

27 年度 

０～17 歳 
11  13  14  14  16  19  17  16  15  17  

0.7% 0.8% 0.8% 0.8% 0.9% 1.1% 1.0% 0.9% 0.9% 1.0% 

18～64 歳 
492  484  479  483  488  474  456  451  417  398  

30.0% 28.9% 28.3% 28.5% 28.7% 27.4% 26.2% 25.6% 24.0% 23.4% 

65 歳以上 
1,137  1,175  1,201  1,195  1,198  1,239  1,268  1,294  1,308  1,287  

69.3% 70.3% 70.9% 70.6% 70.4% 71.5% 72.8% 73.5% 75.2% 75.6% 

計 1,640  1,672  1,694  1,692  1,702  1,732  1,741  1,761  1,740  1,702  

資料：社会福祉課（各年度末現在） 

 

   【身体障害者手帳所持者の等級別内訳】 

（人、平成27年度の％は手帳所持者数に占める割合） 

  
平成 

18 年度 

平成 

19 年度 

平成 

20 年度 

平成 

21 年度 

平成 

22 年度 

平成 

23 年度 

平成 

24 年度 

平成 

25 年度 

平成 

26 年度 
平成 27 年度 

１級 388  407  429  426 428  440  433  431  434  426  25.0% 

２級 296  286  285  279 277  285  284  279  277  258  15.2% 

３級 307  316  322  322 329  329  335  345  327  332  19.5% 

４級 388  405  401  411 418  422  436  458  453  436  25.6% 

５級 124  123  123  125 126  131  128  126  130  130  7.6% 

６級 137  135  134  129 124  125  125  122  119  120  7.1% 

計 1,640  1,672  1,694  1,692 1,702  1,732  1,741  1,761  1,740  1,702  100.0% 

資料：社会福祉課（各年度末現在） 
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【身体障害者手帳所持者の障害種類ごとの内訳】 

（人、平成27年度の％は手帳所持者数に占める割合） 

  
平 成 

18 年度 

平 成 

19 年度 

平 成 

20 年度 

平 成 

21 年度 

平 成 

22 年度 

平 成 

23 年度 

平 成 

24 年度 

平 成 

25 年度 

平 成 

26 年度 
平成 27 年度 

視覚障害 135  128  123  119  114  109  103  105  101  92  5.4% 

聴覚平衡

機能障害 
144  140  136  133  126  129  127  116  115  115  6.8% 

音声言語

そしゃく

機能障害 

13  15  11  8  10  8  10  11  10  11  0.6% 

肢体不自由 993  1,028  1,057  1,067  1,083  1,109  1,112  1,121  1,098  1,057  62.1% 

内部障害 355  361  367  365  369  377  389  408  416  427  25.1% 

計 1,640  1,672  1,694  1,692  1,702  1,732  1,741  1,761  1,740  1,702  100.0% 

資料：社会福祉課（各年度末現在） 

 

 

   【身体障害者手帳所持者の障害種類の等級別内訳】 

（人） 

  視覚障害 
聴覚平衡 

機能障害 

音声言語そし 

ゃく機能障害 
肢体不自由 内部障害 計 

１級 22 10  0  155  239  426  

２級 30 26  0  198  4  258  

３級 2 11  7  240  72  332  

４級 10 17  4  293  112  436  

５級 12 0  0  118  0  130  

６級 16 51  0  53  0  120  

計 92 115  11  1,057  427  1,702  

資料：社会福祉課（平成28年３月末現在） 
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３ 療育手帳所持者の状況 

療育手帳所持者の年齢構成は、平成25年度までは18～64歳までが７割を占めていまし

たが、平成26年度にやや低下し、平成27年度は63.6％となっています。かわってここ３

年間は、０～17歳及び65歳以上の占める割合が上昇傾向にあります。 

障害の程度は、Ａ（重度）が５割を超え、40～64歳の人数が多くなっています。 

 

   【療育手帳所持者の年齢別内訳】 

（上段：人、下段：構成比） 

  
平成 

18 年度 

平成 

19 年度 

平成 

20 年度 

平成 

21 年度 

平成 

22 年度 

平成 

23 年度 

平成 

24 年度 

平成 

25 年度 

平成 

26 年度 

平成 

27 年度 

０～17 歳 
49  47  53  57  60  62  61  60  65  75  

22.0% 21.1% 22.0% 22.5% 21.3% 21.2% 20.3% 19.8% 22.3% 26.8% 

18～64 歳 
160  161  172  180  204  210  219  212  195  178  

71.7% 72.2% 71.4% 71.1% 72.3% 71.7% 73.0% 70.0% 67.0% 63.6% 

65 歳以上 
14  15  16  16  18  21  20  31  31  27  

6.3% 6.7% 6.6% 6.3% 6.4% 7.2% 6.7% 10.2% 10.7% 9.6% 

計 223  223  241  253  282  293  300  303  291  280  

資料：社会福祉課（各年度末現在） 

 

   【療育手帳所持者の障害の程度別内訳】 

（人、平成27年度の％は手帳所持者数に占める割合） 

  
平 成 

18 年度 

平 成 

19 年度 

平 成 

20 年度 

平 成 

21 年度 

平 成 

22 年度 

平 成 

23 年度 

平 成 

24 年度 

平 成 

25 年度 

平 成 

26 年度 
平成 27 年度 

Ａ（重度） 124 126  136  141  165  175  176  177  161  148  52.9% 

Ｂ（中度） 99 97  105  112  117  118  124  126  130  132  47.1% 

計 223 223  241  253  282  293  300  303  291  280  100.0% 

資料：社会福祉課（各年度末現在） 

 

   【療育手帳所持者の年齢の障害の程度別内訳】 

（人） 

  総 数 ０～17 歳 18～39 歳 40～64 歳 65 歳以上 

Ａ（重 度） 148  22  48  55  23  

Ｂ（中 度） 132  53  49  26  4  

計 280  75  97  81  27  

資料：社会福祉課（平成28年３月末現在） 
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４ 精神障害者保健福祉手帳所持者の状況 

精神障害者保健福祉手帳所持者の年齢構成は、18～64歳が８割を超え、平成27年度は

83.1％となっています。 

障害の程度は、２級が６割を占め、40～64歳の人数が多くなっています。 

 

   【精神障害者保健福祉手帳所持者の年齢別内訳】 

（上段：人、下段：構成比） 

  
平 成 

18 年度 

平 成 

19 年度 

平 成 

20 年度 

平 成 

21 年度 

平 成 

22 年度 

平 成 

23 年度 

平 成 

24 年度 

平 成 

25 年度 

平 成 

26 年度 

平 成 

27 年度 

０～17 歳 
0  0  0  0  0  1  1  1  1  0  

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.8% 0.7% 0.7% 0.6% 0.0% 

18～64 歳 
46  61  71  84  92  117  124  130  141  148  

88.5% 84.7% 80.7% 84.0% 89.3% 89.3% 86.7% 87.2% 86.5% 83.1% 

65 歳以上 
6  11  17  16  11  13  18  18  21  30  

11.5% 15.3% 19.3% 16.0% 10.7% 9.9% 12.6% 12.1% 12.9% 16.9% 

計 52  72  88  100  103  131  143  149  163  178  

資料：社会福祉課（各年度末現在） 

 

   【精神障害者保健福祉手帳所持者の障害の程度別内訳】 

（人、平成27年度の％は手帳所持者数に占める割合） 

  
平 成 

18 年度 

平 成 

19 年度 

平 成 

20 年度 

平 成 

21 年度 

平 成 

22 年度 

平 成 

23 年度 

平 成 

24 年度 

平 成 

25 年度 

平 成 

26 年度 
平成 27 年度 

１級 9 11  16  19  12  15  20  16  23  31  17.4% 

２級 37 52  62  71  77  96  100  106  112  113  63.5% 

３級 6 9  10  100  14  20  23  27  28  34  19.1% 

計 52 72  88  190  103  131  143  149  163  178  100.0% 

資料：社会福祉課（各年度末現在） 

 

   【精神障害者保健福祉手帳所持者の年齢の障害の程度別内訳】 

（人） 

  総 数 ０～17 歳 18～39 歳 40～64 歳 65 歳以上 

１級 31  0  6  13  12  

２級 113  0  27  70  16  

３級 34  0  14  18  2  

計 178  0  47  101  30  

資料：社会福祉課（平成28年３月末現在） 
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５ 発達障害者（児）に対する取組みの状況 

  発達障害1は、ASD（自閉症スペクトラム障害）、LD（学習障害）、ADHD（注意欠陥多動

性障害）など、日常生活や社会生活に何らかの困難を抱えている者（児）のことをいい

ます。原因は、脳の機能障害（生まれながら脳の発達が関係する障害）ですが、親の愛

情不足やしつけの問題、本人の性格によるわがままと捉えられるなど周囲に理解されに

くい障害です。 

しかし、平成17年４月に施行された「発達障害者支援法」により、長年にわたり障害

者福祉制度の谷間におかれ、その気付きや対応が遅れがちであった「発達障害」が明確

に定義され、その支援についても国、自治体、国民の責務として定められました。 

このような背景の中、本市では、平成19年度には県よりモデル指定を受け、「発達障

害者支援体制整備事業」を実施、各関係機関と連携し、乳幼児期から成人期までの各ラ

イフステージに対応する一貫した支援体制の整備を図り、継続した支援のさらなる強化

と充実のため、現在取り組んでいます。 

 

（１）乳幼児期から就学期における発達障害者支援体制 

① 早期発見・早期療育 

（ア）幼稚園·保育所等入所前における体制 

乳幼児期は、言葉の発達をはじめとしたコミュニケーション能力、対人関係や社

会性の育ちがある時期です。この時期に、母子保健法に基づいて実施している乳幼

児健康診査において、その育ちについて保護者の困り感はないか、また児にとって

支援が必要となるのか等、早期に課題を発見し、専門職と連携しながら、医療機関

の紹介、療育教室·療育相談の実施など個別に対応し支援を行っています。 

（イ）幼稚園·保育所等就学前教育·保育施設における体制 

入所前に支援が必要となる児に加え、集団生活を過ごすことで支援が必要だと

思われる児に対し、保護者と一緒に、児の困り感について考え、専門的な療育が

必要となるのか等の検討を含め、各関係機関が連携し支援を実施しています。 

また、市内の保育所·幼稚園等を専門職が訪問し、支援者である保育士等のスキ

ルアップのため、児への関わり方の指導や研修会等を実施しています。  

（ウ）幼稚園·保育所等就学前教育·保育施設から就学期における支援体制 

発達障害にかかる支援では、本人の成長段階それぞれにおいて継続的に適切な    

支援を受けられることが重要です。各成長段階で療育者·支援者が変わることに

よる支援の中断や混乱をなくすために、本人の発達の経過、障害の特性とその変

化、日常生活の状況及び支援の内容など必要な事項を記載できる支援ノート（す

こやかノート）を、市独自で作成し、乳幼児期から就学後に向けて、保護者を含

めた関係機関で共有し、児の継続した支援の為に活用しています。 

                            
1
 発達障害：自閉症、アスペルガー症候群その他の広汎性発達障害、学習障害、注意欠陥多動性障害その他こ

れに類する脳機能の障害であってその症状が通常低年齢において発現するものとして政令で定

めるものをいう。 



 

- 12 - 

（２）中学校卒業後の発達障害者支援体制 

  発達障害支援体制の大きなねらいは、乳幼児から生涯にわたる一貫した支援です。 

  その一貫した支援にあたっては保健·福祉·教育の緊密な連携が必要不可欠です。 

  しかし、義務教育卒業後は、学校でのサポートが終了することで各関係機関の支援が 

 十分でなくなります。 

  そのため、今後は卒業の青年期から生涯にわたるサポート体制の整備に向け、周囲の 

 理解を促し、就労を含めた生活についての支援を充実させることが課題となっています。 
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【中学校から高校・高等養護学校・大学における進路相談体制】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【就労相談体制】 
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６ 難病患者の状況 

特定疾患医療給付の承認人数は年々増加し、平成27年度は281人となっています。 

承認の多い上位疾病は、「潰瘍性大腸炎」「パーキンソン病関連疾患」「間脳下垂体機

能障害」「強皮症／皮膚筋炎および多発声筋炎」などです。 

また、平成27年度における市民の指定難病受給者証保有者数は293人、特定疾患受給

者証保有者数は１人となっています。 

   【特定疾患医療給付の承認人数の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

   【特定疾患医療給付承認 上位 10 疾患】 

順位 疾病名 承認人数 

1 潰瘍性大腸炎 48 

  パーキンソン病関連疾患 48 

3 間脳下垂体機能障害 17 

4 強皮症／皮膚筋炎および多発声筋炎 16 

5 脊髄小脳変性症 12 

6 全身性エリテマトーデス 11 

7 サルコイドーシス 9 

  クローン病 9 

  後縦靱帯骨化症 9 

  特発性大腿骨頭壊死症 9 

 

   【五條市指定難病・特定疾患受給者証保有者数の推移】 
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（人）

資料：吉野保健所 
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第３節 就園・就学状況 

１ 保育所における障害のある児童の在籍状況 

保育所における平成28年度の障害のある児童の在籍数は、３歳未満が７人、３歳が12

人、４歳以上が56人です。４歳以上については、在籍児童数が減少傾向にある中で、障

害のある児童の人数が増えており、平成28年度は56人、保育士数は13人となっています。 

 

   【保育所における在籍障害児童数の推移】 

（人） 

   
平 成 

18 年度 

平 成 

19 年度 

平 成 

20 年度 

平 成 

21 年度 

平 成 

22 年度 

平 成 

23 年度 

平 成 

24 年度 

平 成 

25 年度 

平 成 

26 年度 

平 成 

27 年度 

平 成 

28 年度 

在
籍
児
数 

３歳未満 148  119  129  148  165  172  172  168  198  180  187  

３歳 230  198  183  159  169  151  168  183  137  162  158  

４歳以上 463  446  444  404  347  333  341  328  358  323  299  

在
籍
障
害
児
数 

３歳未満 2  3  4  5  3  3  4  8  5  7  7  

３歳 5  4  16  9  16  6  11  13  12  9  12  

４歳以上 16  10  12  25  31  30  25  24  27  45  56  

保
育
士
数 

３歳未満 1  2  0  0  0  1  3  3  1  5  5  

３歳 2  2  5  2  5  1  6  5  6  6  6  

４歳以上 9  8  3  7  6  10  11  9  11  16  13  

資料：児童福祉課（各年４月１日現在） 

 

２ 幼稚園における障害のある児童の在籍状況 

幼稚園における平成28年度の障害のある児童の在籍数は、11人となっています。 

 

   【幼稚園における在籍障害児童数の推移】 

（人） 

  
平 成 

18年度 

平 成 

19年度 

平 成 

20年度 

平 成 

21年度 

平 成 

22年度 

平 成 

23年度 

平 成 

24年度 

平 成 

25年度 

平 成 

26年度 

平 成 

27年度 

平 成 

28年度 

在
籍 

児
数 

４歳 49  39  51  33  31  36  42  44  23  37  24  

５歳 57  50  42  46  32  31  41  42  44  20  37  

在
籍 

障
害
児
数 

４歳・５歳 4  2  5  4  3  4  9  11  8  14  11  

要介護 3  0  1  1  1  2  1  1  0  0  0  

教
員
数 

４歳・５歳 3  2  2  2  2  4  5  6  5  6  4  

資料：教育総務課（各年５月１日現在） 



 

- 16 - 

３ 特別支援学級、学校教育などの在籍状況 

（１）小学校 

平成28年５月１日現在、小学校８校に31学級の特別支援学級が設置されています。 

在籍児童数は増加傾向がみられ、平成28年度は131人となっています。 

ことばの教室に在籍する児童は、この10年間はいません。 

 

   【小学校における在籍障害児童数の推移】 

 （校、級、人） 

  
平 成 

18 年度 

平 成 

19 年度 

平 成 

20 年度 

平 成 

21 年度 

平 成 

22 年度 

平 成 

23 年度 

平 成 

24 年度 

平 成 

25 年度 

平 成 

26 年度 

平 成 

27 年度 

平 成 

28 年度 

設置校数 8 8  8  8 8  8  8  8 8  8  8  

学級数 19 20  19  18 19  21  25  26 29  29  31  

児童数 25 28  30  34 43  59  68  81 98  106  131  

資料：教育総務課（各年５月１日現在） 

 

（２）中学校 

平成28年５月１日現在、中学校５校に11学級の特別支援学級が設置されています。 

生徒数は、小学校同様増加傾向がみられ、平成28年度は31人となっています。 

 

   【中学校における在籍障害生徒数の推移】 

 （校、級、人） 

  
平 成 

18 年度 

平 成 

19 年度 

平 成 

20 年度 

平 成 

21 年度 

平 成 

22 年度 

平 成 

23 年度 

平 成 

24 年度 

平 成 

25 年度 

平 成 

26 年度 

平 成 

27 年度 

平 成 

28 年度 

設置校数 5 5  5  5 4  4  4  5 5  5  5  

学級数 8 9  10  10 10  10  12  13 13  13  11  

生徒数 11 15  14  14 14  18  16  22 26  31  31  

資料：教育総務課（各年５月１日現在） 
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（３）特別支援学校（盲・ろう・養護学校） 

盲·ろう·養護各学校の在籍児童·生徒数の状況は次表のとおりとなっています。 

 

   【盲・ろう・養護学校における在籍児童・生徒数の推移】 

 （人） 

種別 学校名  
平 成 

18 年度 

平 成 

19 年度 

平 成 

20 年度 

平 成 

21 年度 

平 成 

22 年度 

平 成 

23 年度 

平 成 

24 年度 

平 成 

25 年度 

平 成 

26 年度 

平 成 

27 年度 

平 成 

28 年度 

視
覚 

盲学校 

小学部 0  0  0  0  0  0  0  0  0  0  0  

中学部 0  0  0  0  0  0  0  0  0  0  0  

高等部 0  0  0  0  0  0  0  0  0  0  0  

計 0  0  0  0  0  0  0  0  0  0  0  

難
聴 

ろう学校 

小学部 0  0  0  0  0  0  0  0  0  0  1  

中学部 0  0  0  0  0  0  0  0  0  0  0  

高等部 0  0  0  0  0  0  0  0  0  0  0  

計 0  0  0  0  0  0  0  0  0  0  1  

病
弱 

奈良東養護

学校 

小学部 0  0  0  0  0  0  0  0  0  0  0  

中学部 0  0  0  0  0  0  0  0  0  0  0  

高等部 0  0  0  0  0  0  0  0  0  0  0  

計 0  0  0  0  0  0  0  0  0  0  0  

知
的 

高等養護 
高等部 4  6  5  4  4  1  0  0  0  1  1  

計 4  6  5  4  4  1  0  0  0  1  1  

肢
体 

明日香養護 

小学部 0  0  0  0  0  0  0  0  0  0  0  

中学部 0  1  1  0  0  0  0  0  0  0  0  

高等部 0  0  0  1  2  2  1  1  1  3  2  

計 0  1  1  1  2  2  1  1  1  3  2  

知
的 

大淀養護 

小学部 4  4  4  4  4  5  4  3  8  11  12  

中学部 3  5  5  6  3  2  3  3  4  3  5  

高等部 6  9  10  9  12  10  13  8  8  7  10  

計 13  18  19  19  19  17  20  14  20  21  27  

肢
体 

奈良養護学校

整肢園分校 

小学部   2  3  2  2  0  0  0  0  0  0  

中学部   0  0  0  0  1  1  1  0  0  0  

高等部   0  0  0  0  0  0  0  1  1  1  

計   2  3  2  2  1  1  1  1  1  1  

資料：学校教育課（各年５月１日現在） 
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第４節 就労状況 

１ 本市職員の障害のある人の雇用状況 

本市職員の障害のある人の雇用人数は、平成27年度は身体障害者が10人で、知的障害

者は０人です。算定基礎労働者数に占める障害者雇用率は2.46％となっており、前年度

に比べ0.52ポイント上昇しています。 

  【本市職員の障害のある人の雇用状況】（人、％） 

  
算定基礎 

労働者数 

障害のある人の雇用人数 
雇用率 

身体障害者 知的障害者 

平成 18 年度 452  11  0  2.43  

平成 19 年度 428  7  0  1.64  

平成 20 年度 428  7  0  1.64  

平成 21 年度 428  8  0  1.87  

平成 22 年度 428  7  0  1.64  

平成 23 年度 414  9  0  2.17  

平成 24 年度 413  9  0  2.18  

平成 25 年度 420  9  0  2.14  

平成 26 年度 412  8  0  1.94  

平成 27 年度 407  10  0  2.46  

資料：秘書課（各年度末現在） 

２ 障害のある人の求職状況 

本市を含む、平成27年３月末現在のハローワーク2下市管轄地域における障害のある人

の求職（職業紹介、有効求職者数）の状況は下表のとおりとなっています。 

【障害のある人の求職状況】         （人） 

  計 
身体障害者  知的障害者  

精神障害者 
その他の 

障害者   重度障害者   重度障害者 

職業紹介 

新規求職申込数 88  38  12  19  3  28 3 

紹介件数 190  57  10  24  3  94 15 

就職件数 72  23  5  15  3  27 7 

年度末 

登録状況 

計 613  349  105  146  38  105  13  

有効求職者数 96  52  13  18  2  23 3 

求職中の者 255  129  30  85  25  34 7 

保留中の者 262  168  62  43  11  48 3 

資料：ハローワーク下市（平成 27 年３月末現在） 

※管轄地域：五條市、吉野町、大淀町、下市町、黒滝村、天川村、野迫川村、十津川村、下北山村、

上北山村、川上村 

                            
2 ハローワーク：公共職業安定所。職業紹介、職業指導、失業給付などを無料で行う国の行政機関。 
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福祉的就労（就労継

続支援Ａ型、就労移

行支援）

その他

３ アンケート調査結果でみる障害のある人の就労状況 

18歳以上の障害のある人のうち、「仕事をしている」（福祉的就労を含む）と回答した

割合は、身体障害者が41.4％、知的障害者が58.1％、精神障害者が32.4％で、知的障害

者の割合が最も高く、精神障害者が最も低くなっています。 

【障害のある人の就労状況（18歳以上、アンケート調査結果）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

就労者（18歳以上）の就労形態は、身体障害者では「会社員·職員（常勤）」が24.1％、

「臨時、パート、契約スタッフなど」も24.1％で、勤め人が５割近くを占めています。

知的障害者は「福祉的就労」が61.1％で最も多く、次いで「会社員·職員（常勤）」が22.2％

で、臨時等を含む勤め人は33.3％となっています。精神障害者は「臨時、パート、契約

スタッフなど」が50.0％で最も多く、次いで「福祉的就労」の33.3％となっています。 

【就労形態（18 歳以上、アンケート調査結果）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：平成 28 年度 五條市障害者基本計画見直しのための調査 

資料：平成 28 年度 五條市障害者基本計画見直しのための調査 
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第５節 福祉にかかわる人的資源の状況 

１ 専門職の状況 

本市の福祉にかかわる専門職は、市職員では、保健師14人、社会福祉士２人、看護師

２人、栄養士４人がそれぞれ配置されています。 

また、社会福祉協議会では、社会福祉士７人、看護師１人、介護福祉士10人、精神保

健福祉士２人がそれぞれ配置されています。 

 

  【専門職の配置状況】 

                 （人） 

職 種 市職員 社会福祉協議会 

保健師 14  － 

社会福祉士 2  7  

看護師 2  1  

栄養士 4  － 

理学療法士 － － 

作業療法士 － － 

機能訓練士 － － 

介護福祉士 － 10  

精神保健福祉士 － 2  

    資料：秘書課、社会福祉協議会（平成 28 年 11 月１日現在） 

 

２ 相談員の状況 

相談員は、地域において民生委員·児童委員、主任児童委員が122人配置されていま

す。 

 

 

３ ボランティアの状況 

ボランティア団体等の登録数は、平成29年１月現在、17団体·273人、個人ボランティ

アは1,049人となっています。 
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【ボランティア団体等の登録状況】 

（人） 

  
団   体 

個 人 計 
団体数 人数 

平成 18 年度 19  354  269  623  

平成 19 年度 19  335  269  604  

平成 20 年度 18  316  261  577  

平成 21 年度 18  311  268  579  

平成 22 年度 18  313  234  547  

平成 23 年度 18  316  261  577  

平成 24 年度 16  285  258  543  

平成 25 年度 15  268  252  520  

平成 26 年度 15  244  274  518  

平成 27 年度 17  281  1,030  1,311  

平成 28 年度 17  273  1,049  1,322  

資料：社会福祉協議会（平成 29 年１月現在） 

※平成 27 年度から集計方法を変更（平成 26 年度以前は、市社協負担のボランティ

ア活動保険加入者のみを計上していたが、平成 27 年度以降は、負担者に関係なく

ボランティア活動保険加入者を計上して算出。） 
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第６節 アンケート調査結果でみる市民の状況や意識 

 

 

 

 

 

１ 障害のある人への調査の主な結果 

（１）今後の住まいに対する希望 

障害の種別に関係なく、「家族と一緒に暮らしたい」が最も多くなっています。 

また、知的障害者の10人に１人は「グループホームなどで仲間と一緒に暮らしたい」

と考えています。 

  【今後の住まいに対する希望】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【調査結果の見方】 

①図中のｎ（Number of case）は、設問に対する回答者数のことです。 

②回答比率（％）は回答者数（ｎ）を 100％として算出し、小数点以下第２位を四捨五入して表示して

います。一人の対象者に複数の回答を求める設問では、回答比率（％）の計は 100.0％を超えます。 

③図中に「ＭＡ％（Multiple Answer）」の表示がある場合は、複数選択方式の質問です。 
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【参考】厚生労働省「平成 23 年生活のしづらさなどに関する調査（全国在宅障害児・者等実態調査）結果」から 

◆今後の暮らしの希望 

 

 
 
 
 
 
 
※選択肢にあった「今までと同じように暮らしたい」を除いて再集計 

(％)

一人暮ら
しをした
い

今は一緒に
住んでいな
い家族と暮
らしたい

グループ
ホーム等
で暮らし
たい

施設で暮
らしたい

その他 わからない 不明

身体障害者 (n=1,231) 6.9 26.4 5.0 12.6 7.3 28.3 13.5

知的障害者 (n=　388) 10.3 9.8 16.5 12.4 2.6 33.5 14.9

精神障害者 (n=　375) 17.1 22.1 6.4 6.4 9.3 30.4 8.3
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（２）日常生活の状況 

① 外出の際、困ったり不便に感じたりすること 

いずれの障害も「特にない」が最も多くなっています。何らかの不便さを感じてい

る障害のある人のうち、身体障害者は、「道路、建物の段差や、電車、バスなどの乗り

降りが大変である」「障害者用の手すりなど障害のある方に配慮した設備が不十分であ

る」、知的障害者は、「障害者用トイレが少ない」や「商店や銀行などでコミュニケー

ションがとりにくい」「必要な時に、周りの方の手助け·配慮が足りない」が、精神障

害者は「道路、建物の段差や、電車、バスなどの乗り降りが大変である」が、それぞ

れ多くなっています。また、「気軽に利用できる移送手段が少ない（福祉タクシーなど）」

は、３障害とも上位となっています。 

  【外出の際、困ったり不便に感じたりすること】 
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10.5 

5.4 

20.0 

0 20 40 60

身体障害者
(n=221)

知的障害者
(n=38)

精神障害者
(n=37)

複数手帳所持者
(n=65)

4.5 

2.6 

2.7 

6.2 

0 20 40 60

1.8 

15.8 

5.4 

15.4 

0 20 40 60

5.4 

15.8 

8.1 

13.8 

0 20 40 60
(MA%)

4.5 

2.6 

16.2 

4.6 

0 20 40 60

身体障害者
(n=221)

知的障害者
(n=38)

精神障害者
(n=37)

複数手帳所持者
(n=65)

2.7 

5.3 

5.4 

4.6 

0 20 40 60

付き添ってくれる方

がいない

障害者用トイレが少

ない

道路、建物の段差

や、電車、バスなど

の乗り降りが大変で

ある

気軽に利用できる移

送手段が少ない（福

祉タクシーなど）

障害者用の手すりな

ど障害のある方に配

慮した設備が不十分

である

通路上に自転車や看

板などの障害物が

あって通りにくい

商店や銀行などでコ

ミュニケーションが

とりにくい

必要な時に、周りの

方の手助け・配慮が

足りない

その他
ほとんど外出しない

ので、わからない
特にない
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7.2 

6.8 

18.1 

54.3 

4.5 

3.2 

9.0 

4.5 

18.6 

5.4 

28.1 

4.5 

2.6 

10.5 

15.8 

52.6 

2.6 

5.3 

2.6 

2.6 

26.3 

0.0 

23.7 

13.2 

5.4 

8.1 

0.0 

48.6 

2.7 

2.7 

8.1 

5.4 

13.5 

5.4 

27.0 

8.1 

3.1 

1.5 

3.1 

41.5 

1.5 

6.2 

7.7 

3.1 

13.8 

7.7 

33.8 

7.7 

0 20 40 60

スポーツ

レクリエーション

旅行

買い物

ボランティア活動

障害者団体の活動

趣味などのサークル活
動・生涯学習

講座や講演会などへの
参加

地域の行事や祭り、学
校・職場の行事

その他

特に何もしていない

無回答

(MA%)

② 余暇活動 

障害の種別に関係なく、今後したい活動は、「旅行」が多くなっています。 

 

         【最近行った活動】         【今後行いたい活動】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11.8 

11.8 

41.6 

32.6 

5.4 

4.5 

16.7 

10.0 

12.2 

5.4 

19.5 

8.1 

5.3 

23.7 

39.5 

28.9 

5.3 

13.2 

18.4 

0.0 

23.7 

0.0 

13.2 

21.1 

13.5 

10.8 

27.0 

24.3 

8.1 

10.8 

21.6 

10.8 

10.8 

10.8 

18.9 

13.5 

15.4 

9.2 

26.2 

35.4 

3.1 

7.7 

10.8 

3.1 

12.3 

7.7 

20.0 

7.7 

0 20 40 60

スポーツ

レクリエーション

旅行

買い物

ボランティア活動

障害者団体の活動

趣味などのサークル活
動・生涯学習

講座や講演会などへの
参加

地域の行事や祭り、学
校・職場の行事

その他

特に何もしたくない

無回答

(MA%)

身体障害者

(n=221)

知的障害者

(n=38)

精神障害者

(n=37)

複数手帳所持者

(n=65)
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③ 日頃生活していて感じること 

障害の種別に関係なく、「自分たちの生活の実情をもっと知ってほしい」が多く、特

に知的障害者や精神障害者の割合が高くなっています。また、知的障害者では「小学

校、中学校を通じてもっと福祉に関する教育をしてほしい」や「障害のない方が特別

な目で見ている」「障害のある方同士がもっと協力しあった方がいい」の各割合も高く

なっています。 

  【日頃生活していて感じること】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

19.0 

19.5 

2.3 

9.5 

2.7 

6.3 

11.3 

7.2 

4.5 

34.8 

9.0 

2.6 

44.7 

13.2 

18.4 

7.9 

23.7 

10.5 

18.4 

7.9 

10.5 

15.8 

13.5 

29.7 

5.4 

10.8 

10.8 

16.2 

8.1 

10.8 

8.1 

21.6 

8.1 

7.7 

32.3 

6.2 

10.8 

6.2 

7.7 

9.2 

10.8 

7.7 

29.2 

10.8 

0 20 40 60

自分たちの力で生活しているから、特
別な扱いはしないでほしい

自分たちの生活の実情をもっと知って
ほしい

ボランティアの積極的な支援がほしい

小学校、中学校を通じてもっと福祉に
関する教育をしてほしい

障害のない方と常に交流できる場が
ほしい

障害のない方が特別な目で見ている

障害のある方がもっと積極的に外へ出
た方がいい

障害のある方同士がもっと協力しあっ
た方がいい

その他

特にない

無回答

(MA%)

身体障害者

(n=221)

知的障害者

(n=38)

精神障害者

(n=37)

複数手帳所持者

(n=65)
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35.7 

50.0 

51.4 

38.5 

22.6 

7.9 

18.9 

18.5 

37.6 

34.2 

27.0 

38.5 

4.1 

7.9 

2.7 

4.6 

身体障害者
(n=221)

知的障害者
(n=38)

精神障害者
(n=37)

複数手帳所持者
(n=65)

(%)
0 20 40 60 80 100

ある ない わからない 無回答

④ 障害のある人に対する偏見 

障害の種別に関係なく、「（差別、偏見が）ある」が「ない」の割合を上回っていま

す。また、「わからない」も多くなっています。「（差別、偏見が）ある」の割合は特に

知的障害者と精神障害者では５割を占めています。 

  【障害のある人に対する偏見】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）相談について 

① 困っていることや悩みごと 

身体障害者は「自分の老後」や「健康や身体のこと」が多くなっています。知的障

害者は「災害時の安全の確保」や「自分の老後」「緊急対応（自分や家族の急病などへ

の対応）」が、精神障害者は「自分の老後」や「就職や職場選び」「健康や身体のこと」

が多くなっています。 

  【困っていることや悩みごと（上位５項目）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(MA%)

第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

自分の老後 健康や身体のこと 災害時の安全の確
保

緊急対応（自分や
家族の急病などへ
の対応）

親の老後

43.0 33.9 16.7 13.6 9.5
災害時の安全の確
保

21.1
自分の老後 親の老後 お金の管理

43.2 24.3 16.2
自分の老後 緊急対応（自分や

家族の急病などへ
の対応）

健康や身体のこと 親の老後 買い物や市役所・
銀行などでの手続
き

44.6 20.0 18.5 16.9 15.4

友だちづくり／健康や身体のこと

18.4 15.8

身体障害者
(n=221)

知的障害者
(n=38)

精神障害者
(n=37)

複数手帳所持者
(n=65)

就職や職場選び／健康や身体のこと

27.0

自分の老後／緊急対応（自分や家族の
急病などへの対応）
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② 困った時の主な相談先 

障害の種別に関係なく、「家族·親族」が最も多くなっています。家族·親族以外で

は、身体障害者は「友人·知人·隣人」が、知的障害者は「福祉施設の職員·指導員」

が、精神障害者は「病院·診療所など」が、それぞれ多くなっています。 

  【困った時の主な相談先】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

78.3 

68.4 

83.8 

83.1 

0 20 40 60 80 100

身体障害者
(n=221)

知的障害者
(n=38)

精神障害者
(n=37)

複数手帳所持者
(n=65)

23.1 

7.9 

24.3 

21.5 

0 20 40 60 80 100

1.4 

7.9 

0.0 

4.6 

0 20 40 60 80 100

10.4 

15.8 

16.2 

16.9 

0 20 40 60 80 100
(MA%)

2.7 

5.3 

10.8 

12.3 

0 20 40 60 80 100

身体障害者
(n=221)

知的障害者
(n=38)

精神障害者
(n=37)

複数手帳所持者
(n=65)

0.5 

2.6 

0.0 

0.0 

0 20 40 60 80 100

2.7 

2.6 

2.7 

4.6 

0 20 40 60 80 100

15.4 

21.1 

43.2 

16.9 

0 20 40 60 80 100
(MA%)

5.9 

34.2 

10.8 

23.1 

0 20 40 60 80 100

身体障害者
(n=221)

知的障害者
(n=38)

精神障害者
(n=37)

複数手帳所持者
(n=65)

2.7 

0.0 

5.4 

7.7 

0 20 40 60 80 100

0.0 

2.6 

0.0 

0.0 

0 20 40 60 80 100

0.9 

0.0 

0.0 

0.0 

0 20 40 60 80 100
(MA%)

0.5 

0.0 

0.0 

0.0 

0 20 40 60 80 100

身体障害者
(n=221)

知的障害者
(n=38)

精神障害者
(n=37)

複数手帳所持者
(n=65)

4.1 

2.6 

5.4 

3.1 

0 20 40 60 80 100

1.4 

5.3 

5.4 

6.2 

0 20 40 60 80 100

5.9 

2.6 

8.1 

1.5 

0 20 40 60 80 100
(MA%)

家族・親族 友人・知人・隣人 学校・教師 市役所の窓口

障害者相談支援セン

ター
障害者団体 社会福祉協議会 病院・診療所など

福祉施設の職員・指

導員

ホームヘルパーや訪

問看護師
ボランティア 民生委員・児童委員

自治会長・組長など 職場の仲間 その他 特にない
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17.2 

7.9 

13.5 

16.9 

36.7 

31.6 

35.1 

23.1 

11.8 

23.7 

21.6 

26.2 

6.3 

15.8 

10.8 

10.8 

23.5 

13.2 

16.2 

18.5 

4.5 

7.9 

2.7 

4.6 

身体障害者
(n=221)

知的障害者
(n=38)

精神障害者
(n=37)

複数手帳所持者
(n=65)

(%)
0 20 40 60 80 100

十分 ほぼ十分 やや不十分

まったく不十分

わからない 無回答

③ 現在の相談体制に対する評価 

知的障害者を除く各障害では、“十分”（「十分」と「ほぼ十分」の計）の割合が“不

十分”（「まったく不十分」と「やや不十分」の計）の割合を上回っており、十分との

評価が多くなっています。一方、知的障害者では“十分”と“不十分”の割合が同率

の39.5％となっており、評価は分かれています。 

  【現在の相談体制に対する評価】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 福祉や生活に関する相談体制として希望すること 

いずれの障害も、「どんな時にどこに相談したらいいかわかるようにしてほしい」が

第１位となっています。これに次いで身体障害者では「１か所でいろいろな問題につ

いて相談できるようにしてほしい」、知的障害者·精神障害者では「情報提供だけでな

く、問題の解決に至るような対応をしてほしい」が多くなっています。 

  【福祉や生活に関する相談体制として希望すること（上位５項目）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(MA%)

第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

どんな時にどこ
に相談したらい
いかわかるよう
にしてほしい

１か所でいろい
ろな問題につい
て相談できるよ
うにしてほしい

情報提供だけでな
く、問題の解決に
至るような対応を
してほしい

休日・夜間などで
も必要な時にすぐ
相談できるように
してほしい

住んでいるとこ
ろの近くで気楽
に相談できる場
がほしい

43.0 26.2 20.4 18.6 16.7
どんな時にどこ
に相談したらい
いかわかるよう
にしてほしい

情報提供だけでな
く、問題の解決に
至るような対応を
してほしい

44.7 26.3

どんな時にどこ
に相談したらい
いかわかるよう
にしてほしい

情報提供だけで
なく、問題の解
決に至るような
対応をしてほし
い

休日・夜間など
でも必要な時に
すぐ相談できる
ようにしてほし
い

相談者の同意な
しに個人情報が
出ないよう十分
な配慮をしてほ
しい

住んでいるところ
の近くで気楽に相
談できる場がほし
い／相談員の対
応・態度、面接技
術、障害の制度に
関する知識の向上

51.4 27.0 24.3 21.6 10.8
どんな時にどこ
に相談したらい
いかわかるよう
にしてほしい

休日・夜間などで
も必要な時にすぐ
相談できるように
してほしい

１か所でいろいろ
な問題について相
談できるようにし
てほしい

住んでいるとこ
ろの近くで気楽
に相談できる場
がほしい

情報提供だけでな
く、問題の解決に
至るような対応を
してほしい

43.1 27.7 26.2 23.1 18.5

身体障害者
(n=221)

知的障害者
(n=38)

精神障害者
(n=37)

複数手帳所持者
(n=65)

住んでいるところの近くで気楽に相談できる場がほし
い／相談員の対応・態度、面接技術、障害の制度に関
する知識の向上／１か所でいろいろな問題について相
談できるようにしてほしい

21.1
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（４）情報収集について 

① 福祉サービスに関する情報の入手方法 

身体障害者は「広報紙·パンフレット（県·市）」が、知的障害者は「家族·友人·

知人」が多くなっています。精神障害者は「広報紙·パンフレット（県·市）」と並ん

で「市役所の窓口」も多くなっています。 

  【福祉サービスに関する情報の入手方法】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 福祉に関する情報の入手方法の充実度に対する評価 

身体障害者では、“十分”（「十分」と「ほぼ十分」の計）の割合が35.7％に対し、不

十分”（「まったく不十分」と「やや不十分」の計）は30.3％で、十分との評価のほう

がやや高くなっています。しかし、知的障害者·精神障害者の場合は、“不十分”の割

合が“十分”の割合を上回り、特に精神障害者の割合が45.9％で最も高くなっていま

す。 

  【福祉に関する情報の入手方法の充実度に対する評価】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(MA%)

第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

広報紙・パンフ
レット（県・市）

新聞・雑誌 テレビ・ラジオ 家族・友人・知人 インターネットや
ＳＮＳ

33.9 27.6 24.9 19.5 14.9
家族・友人・知人 テレビ・ラジオ 福祉施設

31.6 15.8 15.8

家族・友人・知人 病院・診療所・薬
局など

障害者相談支援セ
ンター

21.6 16.2 13.5
市役所の窓口 広報紙・パンフ

レット（県・市）
家族・友人・知人

29.2 26.2 21.5

身体障害者
(n=221)

知的障害者
(n=38)

精神障害者
(n=37)

複数手帳所持者
(n=65)

広報紙・パンフレット（県・市）／市
役所の窓口

18.4

広報紙・パンフレット（県・市）／市
役所の窓口

24.3

テレビ・ラジオ／福祉施設

23.1

8.1 

2.6 

8.1 

6.2 

27.6 

28.9 

18.9 

27.7 

17.2 

18.4 

24.3 

26.2 

13.1 

18.4 

21.6 

9.2 

32.6 

26.3 

27.0 

26.2 

1.4 

5.3 

0.0 

4.6 

身体障害者
(n=221)

知的障害者
(n=38)

精神障害者
(n=37)

複数手帳所持者
(n=65)

(%)
0 20 40 60 80 100

十分 ほぼ十分 やや不十分 まったく不十分 わからない 無回答
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5.0 

5.3 

8.1 

7.7 

26.2 

18.4 

32.4 

29.2 

19.5 

21.1 

13.5 

26.2 

14.5 

15.8 

16.2 

7.7 

32.6 

31.6 

27.0 

27.7 

2.3 

7.9 

2.7 

1.5 

身体障害者
(n=221)

知的障害者
(n=38)

精神障害者
(n=37)

複数手帳所持者
(n=65)

(%)
0 20 40 60 80 100

十分 ほぼ十分 やや不十分 まったく不十分 わからない 無回答

③ 福祉に関する情報内容の充実度に対する評価 

身体障害者·知的障害者では、“十分”（「十分」と「ほぼ十分」の計）に比べ、不十

分”（「まったく不十分」と「やや不十分」の計）の割合のほうが高くなっています。 

一方、精神障害者の場合は、“十分”の割合が40.5％で３障害中最も高く、また“不

十分”の割合（29.7％）を上回っています。 

  【福祉に関する情報内容の充実度に対する評価】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 今後充実してほしい情報 

いずれの障害も、「福祉サービスの具体的内容や利用方法などに関する情報」と「困っ

た時に相談ができる機関·場所についての情報」の２項目が上位項目となっています。 

身体障害者は「福祉サービスの具体的内容や利用方法などに関する情報」が、知的

障害者·精神障害者は「困った時に相談ができる機関·場所についての情報」が、そ

れぞれ第１位で、特に精神障害者では54.1％を占めています。 

  【今後充実してほしい情報（上位５項目）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(MA%)

第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

福祉サービスの具
体的内容や利用方
法などに関する情
報

困った時に相談が
できる機関・場所
についての情報

災害時の避難情報 施設・機関が行っ
ている医療、福祉
サービスの質に関
する情報

社会情勢や福祉制
度の変化に関する
情報

45.2 40.7 21.7 19.5 14.0
困った時に相談が
できる機関・場所
についての情報

福祉サービスの具
体的内容や利用方
法などに関する情
報

緊急対応について
の情報

39.5 26.3 21.1

困った時に相談が
できる機関・場所
についての情報

福祉サービスの具
体的内容や利用方
法などに関する情
報

施設・機関が行っ
ている医療、福祉
サービスの質に関
する情報

54.1 37.8 13.5
困った時に相談が
できる機関・場所
についての情報

福祉サービスの具
体的内容や利用方
法などに関する情
報

職場の選び方、就
職に関する情報

38.5 33.8 15.4

施設・機関が行っている医療、福祉
サービスの質に関する情報／災害時の
避難情報

23.7

社会情勢や福祉制度の変化に関する情
報／職場の選び方、就職に関する情報

24.3

施設・機関が行っている医療、福祉
サービスの質に関する情報／災害時の
避難情報

18.5

身体障害者
(n=100)

知的障害者
(n=15)

精神障害者
(n=20)

複数手帳所持者
(n=25)
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（５）就労について 

① 就労者が仕事をする上で困っていること 

18歳以上で仕事をしている障害のある人が困っていることは、障害の種別に関係な

く、「収入が少ない」が最も多く、特に精神障害者が83.3％で最も高くなっています。

これに次いで知的障害者·精神障害者とも「職場の人間関係が難しい」が多くなって

います。 

  【仕事をする上で困っていること】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 今後、障害のある人が働きやすくなるために必要な条件や環境整備 

身体障害者は、「自宅で仕事ができるようにする」が最も多く、次いで「事業主や職

場の方たちが、障害のある方を理解してくれる」が多くなっています。また、「事業主

や職場の方たちが、障害のある方を理解してくれる」は、知的障害者·精神障害者で

も最も多く、知的障害者では「通勤の手段が確保される」や「職場にジョブコーチな

40.2 

38.9 

83.3 

59.3 

0 20 40 60 80 100

身体障害者
(n=87)

知的障害者
(n=18)

精神障害者
(n=12)

複数手帳所持者
(n=27)

3.4 

0.0 

16.7 

7.4 

0 20 40 60 80 100

3.4 

11.1 

16.7 

14.8 

0 20 40 60 80 100

9.2 

0.0 

16.7 

7.4 

0 20 40 60 80 100
(MA%)

5.7 

11.1 

16.7 

22.2 

0 20 40 60 80 100

身体障害者
(n=87)

知的障害者
(n=18)

精神障害者
(n=12)

複数手帳所持者
(n=27)

9.2 

27.8 

41.7 

18.5 

0 20 40 60 80 100

5.7 

5.6 

0.0 

11.1 

0 20 40 60 80 100

3.4 

16.7 

25.0 

0.0 

0 20 40 60 80 100
(MA%)

5.7 

22.2 

8.3 

11.1 

0 20 40 60 80 100

身体障害者
(n=87)

知的障害者
(n=18)

精神障害者
(n=12)

複数手帳所持者
(n=27)

3.4 

0.0 

0.0 

0.0 

0 20 40 60 80 100

32.2 

11.1 

0.0 

18.5 

0 20 40 60 80 100
(MA%)

収入が少ない 仕事が難しい
自分にあった内容の

仕事がない
仕事がつらい

職場での身分が不安

定（永年勤務できる

か不安）

職場の人間関係が難

しい

トイレなど、障害者

用の設備が十分では

ない

昇給や昇進が平等で

はない

通勤が大変 その他 特にない
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どがいる」なども上位項目となっています。精神障害者では、「自宅で仕事ができるよ

うにする」や「通院などの保障がある（勤務時間内でも通院できる）」が多くなってい

ます。 

  【今後、障害のある人が働きやすくなるために必要な条件や環境整備】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12.7 

2.6 

21.6 

7.7 

0 10 20 30 40

身体障害者
(n=221)

知的障害者
(n=38)

精神障害者
(n=37)

複数手帳所持者
(n=65)

17.6 

28.9 

16.2 

26.2 

0 10 20 30 40

22.6 

15.8 

29.7 

15.4 

0 10 20 30 40

10.4 

2.6 

8.1 

1.5 

0 10 20 30 40
(MA%)

10.0 

5.3 

29.7 

13.8 

0 10 20 30 40

身体障害者
(n=221)

知的障害者
(n=38)

精神障害者
(n=37)

複数手帳所持者
(n=65)

6.8 

23.7 

13.5 

12.3 

0 10 20 30 40

11.3 

5.3 

5.4 

10.8 

0 10 20 30 40

14.5 

10.5 

8.1 

16.9 

0 10 20 30 40
(MA%)

13.1 

2.6 

5.4 

13.8 

0 10 20 30 40

身体障害者
(n=221)

知的障害者
(n=38)

精神障害者
(n=37)

複数手帳所持者
(n=65)

16.3 

13.2 

13.5 

9.2 

0 10 20 30 40

18.1 

34.2 

29.7 

18.5 

0 10 20 30 40

3.2 

21.1 

2.7 

6.2 

0 10 20 30 40
(MA%)

2.3 

0.0 

5.4 

7.7 

0 10 20 30 40

身体障害者
(n=221)

知的障害者
(n=38)

精神障害者
(n=37)

複数手帳所持者
(n=65)

23.5 

10.5 

13.5 

20.0 

0 10 20 30 40
(MA%)

勤務時間や日数を短縮

する

通勤の手段が確保され

る

自宅で仕事ができるよ

うにする

フレックスタイムなど

で自由な働き方ができ

るようにする

通院などの保障がある

（勤務時間内でも通院

できる）

職場にジョブコーチな

どがいる

職業訓練を充実し、就

労のための技術を身に

つける

仕事の相談やあっせん

をする場を充実する

職場施設や設備が障害

のある方にも利用でき

るよう配慮されている

あらゆる業種で障害の

ある方の雇用枠を増や

す

事業主や職場の方たち

が、障害のある方を理

解してくれる

就労移行支援事業所な

どへの支援（注文を増

やすなど）を充実する

その他 わからない・特にない
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（６）就園・就学について 

① 通園・通学上の問題点 

就園·就学している障害のある人や児童·生徒が抱えている通園·通学上の問題点

は、次の表のとおりです。 

  【通園・通学上の問題点】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 学校教育に望むこと 

就園·就学している障害のある人や児童·生徒が学校教育に望むことは、次の表の

とおりです。 

  【学校教育に望むこと】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（回答者数・人）
 

ｎ

通
う
の
が
大
変

授
業
に
つ
い
て
い
け
な
い

ト
イ
レ
な
ど
の
設
備
が
不
十
分

介
助
体
制
が
十
分
で
は
な
い

友
達
が
で
き
な
い

職
員
の
理
解
や
配
慮
が
足
り
な
い

学
校
の
数
が
少
な
い

周
り
の
生
徒
た
ち
の
理
解
が
得
ら
れ

な
い

受
け
入
れ
て
く
れ
る
学
校
が
な
い

通
常
学
級
に
入
れ
な
い

家
族
の
同
伴
を
求
め
ら
れ
る

医
療
的
な
ケ
ア

（
吸
入
・
導
尿
な

ど
）
が
受
け
ら
れ
な
い

そ
の
他

わ
か
ら
な
い
・
特
に
な
い

　
無
回
答

身体障害者 6 2     - 1     -     -     - 1     -     -     -     -     - 1 1 3

知的障害者 9 1     - 1 1 1 1 1     -     - 1     -     -     - 4 1

精神障害者 1     -     -     -     -     -     -     -     -     -     -     -     -     -     - 1

複数手帳所持者 5 1 2     - 1 2 1     - 2     -     - 1     -     -     -     -

（回答者数・人）
 

ｎ

就
学
相
談
や
学
習
・
生
活
・
進
路
相

談
な
ど
相
談
体
制
を
充
実
さ
せ
て
ほ

し
い

能
力
や
障
害
の
状
況
に
合
っ
た
指
導

を
し
て
ほ
し
い

施
設
、
設
備
を
充
実
し
て
ほ
し
い

教
材
、
教
具
を
充
実
し
て
ほ
し
い

個
別
指
導
を
充
実
し
て
ほ
し
い

小
・
中
学
校

（
通
常
学
級
）
で
受
け

入
れ
て
ほ
し
い

小
・
中
学
校

（
通
常
学
級
）
と
の
交

流
の
機
会
を
増
や
し
て
ほ
し
い

そ
の
他

わ
か
ら
な
い
・
特
に
な
い

　
無
回
答

身体障害者 6 1 1 1      -      - 1 1 2 1 1

知的障害者 9 5 4 2      - 1 1 2 1 1 1

精神障害者 1      -      -      -      -      -      -      -      - 1      -

複数手帳所持者 5 3 3      - 1 1      -      -      -      - 1
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40.7 

0.0 

21.6 

27.7 

0 20 40 60 80

身体障害者
(n=221)

知的障害者
(n=38)

精神障害者
(n=37)

複数手帳所持者
(n=65)

8.6 

57.9 

29.7 

32.3 

0 20 40 60 80

6.3 

0.0 

0.0 

9.2 

0 20 40 60 80

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0 20 40 60 80
(MA%)

3.6 

0.0 

0.0 

3.1 

0 20 40 60 80

身体障害者
(n=221)

知的障害者
(n=38)

精神障害者
(n=37)

複数手帳所持者
(n=65)

0.0 

0.0 

0.0 

1.5 

0 20 40 60 80

0.5 

0.0 

0.0 

1.5 

0 20 40 60 80

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0 20 40 60 80
(MA%)

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0 20 40 60 80

身体障害者
(n=221)

知的障害者
(n=38)

精神障害者
(n=37)

複数手帳所持者
(n=65)

2.3 

0.0 

8.1 

1.5 

0 20 40 60 80

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0 20 40 60 80

2.7 

10.5 

5.4 

4.6 

0 20 40 60 80
(MA%)

1.4 

0.0 

5.4 

4.6 

0 20 40 60 80

身体障害者
(n=221)

知的障害者
(n=38)

精神障害者
(n=37)

複数手帳所持者
(n=65)

28.1 

10.5 

21.6 

7.7 

0 20 40 60 80
(MA%)

本人の配偶者 親 子ども 孫

兄弟姉妹 祖父母 その他の家族 親戚

隣人・知人 ホームヘルパー ボランティア 施設などの職員

その他 介助は受けていない

（７）介助者について 

① 日常の主な介助者 

介助を受けている障害のある人の主な介助者は、身体障害者は「本人の配偶者」が

40.7％で最も多く、知的障害者は「親」が57.9％で最も多くなっています。精神障害

者も「親」が29.7％で最も多く、これに次いで「本人の配偶者」の21.6％となってい

ます。 

  【日常の主な介助者】 
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0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

5.3 

2.1 

7.2 

4.5 

10.5 

4.2 

9.6 

18.2 

0.0 

6.3 

17.6 

36.4 

10.5 

14.6 

46.4 

27.3 

31.6 

41.7 

12.8 

9.1 

36.8 

25.0 

1.6 

0.0 

5.3 

6.3 

4.8 

4.5 

0.0 

0.0 

身体障害者
(n=125)

知的障害者
(n=22)

精神障害者
(n=19)

複数手帳所持者
(n=48)

(%)
0 20 40 60 80 100

10歳代

20歳代
30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代

80歳以上
無回答

② 主な介助者の年齢 

介助者の年齢は、身体障害者では「60歳代」が46.4％を占め、知的障害者では「50

歳代」が36.4％、「60歳代」が27.3％で、50·60歳代が６割を占めています。精神障害

者は「60歳代」が31.6％、「70歳代」が36.8％となっており、60歳以上の介助者が73.7％

にのぼります。 

  【主な介助者の年齢】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 今後、介助者が高齢などで介助・介護ができなくなった場合の意向 

障害の種別に関係なく、「このまま自宅で暮らしたい」が最も多く、特に精神障害者

で57.9％と高くなっています。一方、知的障害者でみると「自宅で暮らしたい」は31.8％

で他の障害者と比べると最も低くなっていますが、項目別では最も高く、次いで「グ

ループホームで暮らしたい」が27.3％となっています。「施設や医療機関に入所·入院

したい」の割合は身体障害者（29.6％）が高くなっています。 

  【介助者が今後高齢などで介助・介護ができなくなった場合の意向】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

32.0 

13.6 

21.1 

22.9 

0 20 40 60 80

身体障害者
(n=125)

知的障害者
(n=22)

精神障害者
(n=19)

複数手帳所持者
(n=48)

7.2 

27.3 

5.3 

12.5 

0 20 40 60 80

29.6 

22.7 

10.5 

20.8 

0 20 40 60 80

42.4 

31.8 

57.9 

50.0 

0 20 40 60 80
(MA%)

1.6 

4.5 

0.0 

0.0 

0 20 40 60 80

身体障害者
(n=125)

知的障害者
(n=22)

精神障害者
(n=19)

複数手帳所持者
(n=48)

1.6 

13.6 

5.3 

2.1 

0 20 40 60 80

0.8 

0.0 

15.8 

6.3 

0 20 40 60 80

15.2 

18.2 

10.5 

12.5 

0 20 40 60 80
(MA%)

ホームヘルパーなど

を利用したい

グループホームで暮

らしたい

施設や医療機関に入

所・入院したい
このまま自宅で暮ら

したい

金銭や財産管理の

サービスを利用した

い

成年後見制度を利用

したい
その他 わからない
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54.8 

15.8 

54.1 

29.2 

26.2 

63.2 

18.9 

47.7 

15.8 

7.9 

21.6 

20.0 

3.2 

13.2 

5.4 

3.1 

身体障害者
(n=221)

知的障害者
(n=38)

精神障害者
(n=37)

複数手帳所持者
(n=65)

(%)
0 20 40 60 80 100

１人で避難できる 避難できない わからない 無回答

（８）災害時の対策について 

① 災害などの緊急時の避難について 

（単独での避難対応） 

災害などの緊急時、「１人で避難できる」割合は、身体障害者が54.8％、精神障害者

が54.1％で過半数を占めるのに対し、知的障害者は15.8％で最も低く、「避難できない」

が63.2％を占めています。 

  【単独での避難対応】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単独での避難できない理由） 

単独で避難できない理由のうち、「介助者の手助けが必要」と「避難所が遠い」の各

項目では、身体障害者の占める割合が５割を超えています。「避難場所がわからない」

は、複数手帳所持者の占める割合が44.0％で高く、次いで知的障害者の28.0％となっ

ています。また「緊急時という判断がつかない」は、知的障害者の占める割合が48.6％

で最も高くなっています。 

  【単独での避難できない理由】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

52.4 

52.9 

16.0 

14.3 

40.0 

15.9 

23.5 

28.0 

48.6 

20.0 

4.9 

0.0 

12.0 

8.6 

13.3 

25.6 

23.5 

44.0 

28.6 

26.7 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

1.2 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

介助者の手助け
が必要(n=82)

避難場所が遠い
(n=17)

避難場所がわか
らない(n=25)

緊急時という判
断がつかない

(n=35)

その他
(n=15)

(%)
0 20 40 60 80 100

身体障害者 知的障害者

精神障害者

複数手帳所持者

その他

無回答
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17.2 

12.5 

42.9 

6.5 

44.8 

37.5 

14.3 

41.9 

32.8 

50.0 

42.9 

45.2 

5.2 

0.0 

0.0 

6.5 

身体障害者
(n=58)

知的障害者
(n=24)

精神障害者
(n=7)

複数手帳所持者
(n=31)

(%)
0 20 40 60 80 100

いる いない わからない 無回答

14.5 

13.2 

18.9 

23.1 

79.2 

71.1 

73.0 

73.8 

6.3 

15.8 

8.1 

3.1 

身体障害者
(n=221)

知的障害者
(n=38)

精神障害者
(n=37)

複数手帳所持者
(n=65)

(%)
0 20 40 60 80 100

知っている 知らない 無回答

（災害が発生した時、助けてくれる近隣者の有無） 

災害が発生した時、助けてくれる近隣者がいるとの回答割合は、身体障害者が17.2％、

知的障害者が12.5％と10％台に対し、精神障害者は42.9％で最も高くなっています。 

  【災害が発生した時、助けてくれる近隣者の有無】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 避難行動要支援者登録事業の認知（登録）状況 

（避難行動要支援者登録事業の認知状況） 

避難行動要支援者登録事業を知っている割合は、身体障害者が14.5％、知的障害者

が13.2％、精神障害者が18.9％で、いずれの障害も「知らない」の割合が７割を占め

ています。 

  【避難行動要支援者登録事業の認知状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】日本障害フォーラム 「『障害者と防災』に関する当事者アンケート報告」(平成 28 年５月)から 

◆防災に関する言葉の認知度    ◆避難行動要支援者名簿登録の有無 

 

 
 
 
 
 
 

(％) (％)

(n=1,877) (n=1,877)

避難行動要支援者名簿 32.0 登録している 21.6

個別(避難)計画 15.9 登録していない 39.9

福祉避難所 27.9 わからない 36.2

いずれも知らない 51.2 無回答 2.3

無回答 3.5
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（避難行動要支援者登録事業の登録状況） 

避難行動要支援者登録事業を知っている障害のある人のうち同事業に登録している

と回答のあった人数は、身体障害者が32人中８人、知的障害者が５人中３人、精神障

害者が７人中１人となっています。 

  【避難行動要支援者登録事業の登録状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（避難行動要支援者登録事業未登録者の登録意向） 

避難行動要支援者登録事業に未登録の障害のある人のうち同事業に登録したいと回

答のあった人数は、身体障害者が199人中58人、知的障害者が28人中14人、精神障害者

が33人中７人となっています。 

  【避難行動要支援者登録事業未登録者の登録意向】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（回答者数・人）

 

ｎ

登
録
し
て
い
る

登
録
し
て
い
な
い

　
無
回
答

身体障害者     32      8     24      -

知的障害者      5      3      1      1

精神障害者      7      1      6      -

複数手帳所持者     15      8      7      -

その他      1      1      -      -

（回答者数・人）

 

ｎ

登
録
し
た
い

登
録
し
た
く
な
い

　
無
回
答

身体障害者    199     58    115     26

知的障害者     28     14      7      7

精神障害者     33      7     21      5

複数手帳所持者     55     18     29      8

その他      2      -      1      1
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③ 災害が発生した時に不安なこと 

身体障害者では「避難場所での長期避難生活に身体が耐えられるか不安である」が

37.1％で最も多く、これに僅差で「大勢の人の中で避難所生活をすることに不安があ

る」が35.3％で続いています。以下「障害のある方や高齢者に配慮した避難場所がな

い」「医療を受けられるかわからない」「災害情報を伝える設備や連絡網がない」が多

くなっています。知的障害者、精神障害者の場合は「大勢の人の中で避難所生活をす

ることに不安がある」が不安の第１位で、これに次いで知的障害者では「障害のある

方や高齢者に配慮した避難場所がない」「避難場所での長期避難生活に身体が耐えられ

るか不安である」が、精神障害者では「医薬品など、必要なものが手に入らない」「避

難場所での長期避難生活に身体が耐えられるか不安である」「医療を受けられるかわか

らない」が、それぞれ多くなっています。 

  【災害が発生した時に不安なこと】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

20.8 

18.4 

16.2 

26.2 

0 20 40 60 80

身体障害者
(n=221)

知的障害者
(n=38)

精神障害者
(n=37)

複数手帳所持者
(n=65)

16.3 

39.5 

5.4 

23.1 

0 20 40 60 80

9.5 

15.8 

13.5 

20.0 

0 20 40 60 80

12.7 

18.4 

5.4 

23.1 

0 20 40 60 80

25.3 

36.8 

16.2 

26.2 

0 20 40 60 80
(MA%)

22.2 

18.4 

45.9 

26.2 

0 20 40 60 80

身体障害者
(n=221)

知的障害者
(n=38)

精神障害者
(n=37)

複数手帳所持者
(n=65)

16.7 

13.2 

51.4 

20.0 

0 20 40 60 80

7.7 

21.1 

13.5 

10.8 

0 20 40 60 80

5.9 

2.6 

8.1 

13.8 

0 20 40 60 80

10.0 

10.5 

8.1 

10.8 

0 20 40 60 80
(MA%)

7.7 

2.6 

10.8 

9.2 

0 20 40 60 80

身体障害者
(n=221)

知的障害者
(n=38)

精神障害者
(n=37)

複数手帳所持者
(n=65)

35.3 

57.9 

59.5 

58.5 

0 20 40 60 80

37.1 

36.8 

48.6 

46.2 

0 20 40 60 80

3.2 

10.5 

8.1 

3.1 

0 20 40 60 80

16.3 

5.3 

10.8 

9.2 

0 20 40 60 80
(MA%)

災害情報を伝え

る設備や連絡網

がない

障害のある方へ

の情報伝達や救

援が遅れる

災害発生時の情

報取得がしにく

く、周囲がそれ

に気付いてくれ

ない

避難を介助して

くれる方がいな

い

障害のある方や

高齢者に配慮し

た避難場所がな

い

医療を受けられ

るかわからない

医薬品など、必

要なものが手に

入らない

介助人などが確

保できない

電話やＦＡＸな

どの連絡手段が

確保できない

市役所、医療機

関と地域住民が

連携して助け合

う体制がない

避難訓練や防災

のための学習機

会や広報が十分

でない

大勢の人の中で

避難所生活をす

ることに不安が

ある

避難場所での長

期避難生活に身

体が耐えられる

か不安である
その他

わからない・特

にない



 

- 40 - 

④ 震災に備え障害特性に応じた特別な対策の状況 

いずれの障害も「特にない」が最も多くなっています。何らかの対策を講じている

障害のある人では、「震災時や緊急時に連絡できるよう、家族や知人などの連絡先を把

握」が多くなっています。 

  【震災に備え障害特性に応じた特別な対策の状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

9.0 

10.5 

8.1 

13.8 

0 20 40 60 80

身体障害者
(n=221)

知的障害者
(n=38)

精神障害者
(n=37)

複数手帳所持者
(n=65)

11.3 

0.0 

16.2 

9.2 

0 20 40 60 80

20.8 

10.5 

24.3 

23.1 

0 20 40 60 80

7.7 

10.5 

8.1 

18.5 

0 20 40 60 80
(MA%)

19.9 

13.2 

13.5 

6.2 

0 20 40 60 80

身体障害者
(n=221)

知的障害者
(n=38)

精神障害者
(n=37)

複数手帳所持者
(n=65)

4.5 

0.0 

2.7 

1.5 

0 20 40 60 80

0.5 

10.5 

2.7 

1.5 

0 20 40 60 80

49.3 

42.1 

43.2 

56.9 

0 20 40 60 80
(MA%)

震災時の非常持出

品、備蓄品に、障害

特性に応じた医薬品

等を用意

避難所等で医療が受

けられるよう、医薬

品や病状などの情報

を記録

震災時や緊急時に連

絡できるよう、家族

や知人などの連絡先

を把握

震災時や緊急時に支

援してくれるよう、

家族や知人などへの

お願い

災害時に避難する広

域避難場所を知って

いる

地域の避難訓練に参

加している その他 特にない
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3.7 

34.2 

40.0 

6.3 

6.1 

9.2 

0.5 

0 10 20 30 40 50

近所づきあいはほとんどない

あいさつする程度

立ち話をする程度

たまにお茶を飲んだりする程度

買い物を頼んだり困ったときに面
倒をみてもらえる程度のつきあい

日常的に行き来をしている程度の
親密なつきあい

無回答

(%)
(n=380)

２ 障害のない人への調査の主な結果 

（１）近所づきあいの程度 

「近所づきあいはほとんどない」は3.7％で、残り９割は何らかの近所づきあいがあ

り、そのうち「あいさつをする程度」が34.2％、「立ち話をする程度」が40.0％で大部

分を占めています。頼みごとをしたり互いに行き来しあったりする関係のある市民の

割合は21.6％となっています。 

  【近所づきあいの程度】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）家族・親族で障害のある人の有無 

回答者のうち、家族·親族に障害のある人がいる（いた）割合は37.9％で、うち「同

居している家族·親族に障害のある人がいる（いた）」が21.1％、「同居していない家

族·親族に障害のある人がいる（いた）」が18.7％となっています。 

  【家族・親族で障害のある人の有無】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

60.5 

21.1 

18.7 

1.6 

0 20 40 60 80

家族・親族に障害のある人は
いない

同居している家族・親族に障
害のある人がいる（いた）

同居していない家族・親族に
障害のある人がいる（いた）

無回答

(MA%)
(n=380)
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95.5 

95.0 

94.5 

92.6 

90.0 

89.2 

83.7 

51.3 

41.3 

37.9 

32.6 

31.3 

29.5 

28.9 

28.2 

23.4 

17.4 

12.4 

11.6 

10.5 

9.5 

8.4 

4.2 

0.8 

0.8 

0 20 40 60 80 100

盲導犬

手話

パラリンピック

点字

バリアフリー

身体障害者手帳

発達障害

障害福祉サービス

自立支援医療

ユニバーサルデザイン

障害者虐待防止法

療育手帳

ガイドヘルパー

権利擁護・成年後見制度

精神障害者保健福祉手帳

障害者基本法・基本計画

ノーマライゼーション

障害者週間（12月３日～９日）

障害者の権利に関する条約

障害者総合支援法

要約筆記

障害者差別解消法

スペシャルオリンピックス

知っているものはない

無回答

(MA%)(n=380)

（３）障害のある人の福祉に対する関心状況 

① 障害や障害のある人に関する言葉の認知状況 

障害や障害のある人に関する言葉で知っているものを回答してもらったところ、「盲

導犬」「手話」「パラリンピック」「点字」の各割合は９割を超えています。また「バリ

アフリー」や「身体障害者手帳」は９割前後、「発達障害」は８割を占め、多くの市民

が知る言葉となっています。これら以外の言葉の割合は５割またはそれ以下であり、

「障害者差別解消法」は8.4％で、「スペシャルオリンピックス」（4.2％）に次いで２

番目に低い割合となっています。 

  【障害や障害のある人に関する言葉の認知状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【参考】内閣府「障害者に関する世論調査

報告書」（平成 24 年７月）から 

◆障害者権利条約の周知度 

 
 
 
 

(％)

知っている 知らない わからない

(n=1,913) 18.0 81.5 0.4
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② 障害のある人の福祉に対する関心度 

障害のある人の福祉について“関心がある”割合（「かなり関心がある」と「まあま

あ関心がある」の計）は55.5％に対し、“関心がない”割合（「まったく関心はない」

と「あまり関心はない」の計）は9.7％、「どちらともいえない」は34.2％で、半数以

上の市民は障害のある人の福祉に関心を持っています。 

  【障害のある人の福祉に対する関心度】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 障害のある人と一緒に行動したり交流したりした経験 

障害のある人と何らかの行動や交流をした経験のある市民は全体の64.2％を占め、

そのうち「一緒に生活したことがある」が24.5％で最も多くなっています。これに次

いで「学校や塾等で一緒に学んだことがある」（21.1％）、「職場で一緒に仕事をしたこ

とがある」（19.5％）、「個人的に親しい付き合いをしたことがある」（15.0％）などが

続いています。 

  【障害のある人と一緒に行動したり交流したりした経験】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

15.0 40.5 34.2 
7.6 

2.1 

0.5 

(%)
0 20 40 60 80 100

かなり関心がある まあまあ関心がある どちらともいえない
あまり関心はない

まったく関心はない

無回答

(n=380)

24.5 

21.1 

19.5 

15.0 

13.4 

7.1 

5.0 

30.3 

5.5 

0 10 20 30 40

一緒に生活をしたことがある

学校や塾等で一緒に学んだ
ことがある

職場で一緒に仕事をしたこと
がある

個人的に親しい付き合いをし
たことがある

一緒に遊んだり、スポーツを
したことがある

サークルや団体で一緒に活動
をしたことがある

その他

特にない

無回答

(MA%)
(n=380)
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（４）障害のある人への支援やボランティア活動について 

① 障害のある人に対する手助けの経験 

障害のある人に対し何らかの手助けを行った経験のある市民は77.1％で、手助けの

内容で最も多いものは、「車いすを押す」（39.7％）です。これに次いで「歩道や階段

での補助」（34.2％）で、以下「電車やバス等での席の譲渡」（31.3％）、「身体的な介

助（着替え·食事等）」（28.7％）、「寄付·募金」（28.2％）、「外出時の援助（送迎を含

む）」（23.4％）などが続いています。 

  【障害のある人に対する手助けの経験】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

39.7 

34.2 

31.3 

28.7 

28.2 

23.4 

19.2 

17.1 

16.8 

15.5 

10.5 

9.5 

9.2 

9.2 

8.9 

6.1 

5.0 

1.1 

22.6 

0.3 

0 10 20 30 40

車いすを押す

歩道や階段での補助

電車やバス等での席の譲渡

身体的な介助（着替え・食事等）

寄付・募金

外出時の援助（送迎を含む）

話相手・相談相手

買い物や諸手続きの代行

家事の援助（掃除・洗濯・調理等）

大きな荷物を運ぶ・出し入れをする

行事やイベント等の手伝い・介助

介助者が不在の時の手助け

急病等の緊急時の手助け

書類等の代筆

手話・筆談・要約筆記

電話の代行

朗読・代読

その他

いずれもない

無回答

(MA%)
(n=380)

【参考】内閣府「障害者に関する世論調査報告書」（平成 24 年７月）から 

◆障害のある人との会話や手助けの経験の有無 

 

 
 
 

(％)

ある ない

(n=1,913) 70.0 30.0
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48.7 

13.7 

27.6 

3.9 

1.8 

2.4 

1.8 

0 20 40 60

できる範囲で支援したい

支援をしたいが、何をすればいいの
かわからない

支援をしたいが、自分のことで精一
杯で余裕がない

支援は国・県・市やボランティア、
福祉施設の職員等が行えばいい

余計なお世話になるので支援しない

その他

無回答

(%)
(n=380)

② 障害のある人に対する支援についての考え方 

障害のある人に対する支援について、「できる範囲で支援したい」が48.7％で最も多

く、これに次いで「支援をしたいが、自分のことで精一杯で余裕がない」が27.6％と

なっています。これらに対し、「支援は国·県·市やボランティア、福祉施設の職員等

が行えばいい」「余計なお世話になるので支援しない」といった自ら支援することに否

定的な割合は5.7％と少なくなっています。 

  【障害のある人に対する支援についての考え方】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 今後の障害のある人との関わり方についての考え 

今後の障害のある人との関わり方についてたずねたところ、「身近にいる障害のある

人に対して、できる範囲の手助けをしたい」が61.8％で最も多くなっています。 

【今後の障害のある人との関わり方についての考え】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

61.8 

14.2 

13.2 

8.4 

3.9 

2.4 

1.3 

0.8 

8.7 

7.9 

3.9 

0 10 20 30 40 50 60 70

身近にいる障害のある人に対し
て、できる範囲の手助けをしたい

ボランティア活動をしたい

障害のある人が主催する行事や催
しものなどに参加したい

障害のある人との交流活動に参加
したい

障害のある人が地域で活動しやす
いよう、場所を提供したい

障害のある人が地域で活動しやす
いよう、経済的な援助をしたい

ホームヘルパーなど福祉に関する
仕事に就きたい

就職や結婚のお世話をしたい

その他

かかわりたいと思わない

無回答

(MA%)
(n=380)
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4.5 20.0 72.6 2.9 

(%)
0 20 40 60 80 100

現在している 過去にしたことがある したことがない 無回答

(n=380)

④ 障害のある人に対するボランティア活動 

（障害のある人に対するボランティア活動経験の有無） 

現在している市民は4.5％で、「過去にしたことがある」の20.0％を合わせると、障

害のある人に対するボランティア活動経験のある割合は24.5％となっています。 

  【障害のある人に対するボランティア活動経験の有無】 

 

 

 

 

 

 

 

（障害のある人に対するボランティア活動への参加意向） 

今後、障害のある人に対するボランティア活動に「ぜひ参加したい」は2.6％で、「で

きれば参加したい」の29.5％を合わせると、障害のある人に対するボランティア活動

意向のある割合は32.1％となっています。 

  【障害のある人に対するボランティア活動への参加意向】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）障害のある人を取り巻く環境について 

① 障害のある子どもに対する必要な支援 

「子どもとその家族に対する周囲の理解」が78.7％で最も多くなっています。これ

に次いで「身近な相談先の確保」（58.4％）、「早い段階における障害や発達の遅れの発

見」（54.5％）、「教育·保健·医療·福祉などの関係機関の連携」（51.8％）、「障害の

状態や特性に応じた教育の実施」（50.3％）が５割台で続いています。 

 

2.6 29.5 13.4 5.0 34.5 15.0 

(%)
0 20 40 60 80 100

ぜひ参加したい
できれば参加したい

あまり参加したくない

参加したくない

わからない 無回答

(n=380)
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78.7 

58.4 

54.5 

51.8 

50.3 

47.1 

46.3 

40.5 

36.3 

2.9 

2.1 

1.3 

0 20 40 60 80 100

子どもとその家族に対する周囲の理解

身近な相談先の確保

早い段階における障害や発達の遅れの発見

教育・保健・医療・福祉などの関係機関の
連携

障害の状態や特性に応じた教育の実施

乳幼児期から学齢期、就労期、高齢期まで
を通じた一貫した支援

早い段階からの支援（療育）

経済的な支援

家族やきょうだいに対する支援

その他

特にない

無回答

(MA%)

(n=380)

【障害のある子どもに対する必要な支援】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 障害のある人が働くために必要な条件 

「障害に対する周囲の理解があること」が60.3％で最も多くなっています。これに

次いで「障害にあった仕事であること」（54.2％）、「障害のある人に配慮した設備が整っ

ていること」（51.3％）、「障害にあった勤務条件であること」（49.5％）が続いていま

す。 

  【障害のある人が働くために必要な条件】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

60.3 

54.2 

51.3 

49.5 

25.5 

20.8 

18.7 

7.1 

6.3 

0.5 

3.4 

1.6 

0 10 20 30 40 50 60 70

障害に対する周囲の理解があること

障害にあった仕事であること

障害のある人に配慮した設備が整っていること

障害にあった勤務条件であること

就労のための職業訓練が充実すること

通勤手段があること

資金が妥当であること

通院等の保障があること

自宅で仕事ができること

その他

わからない

無回答

(MA%)

(n=380)
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26.1 43.2 26.1 

1.8 

0.5 

2.4 

(%)
0 20 40 60 80 100

とてもそう思う まあまあそう思う どちらともいえない
あまりそう思わない

まったくそう思わない

無回答

(n=380)

0.8 

6.8 49.2 32.4 8.4 2.4 

(%)
0 20 40 60 80 100

とてもそう思う
まあまあそう思う

どちらともいえない あまりそう思わない

まったくそう思わない

無回答

(n=380)

③ 障害のある人の雇用に対する考え 

障害のある人がもっと雇用されるべきと考えている割合（「とてもそう思う」と「ま

あまあそう思う」の合計）が69.3％を占めています。 

  【障害のある人の雇用に対する考え】 

 

 

 

 

 

 

 

④ 障害のある人にとっての五條市の暮らしやすさ評価 

本市が障害のある人にとって暮らしやすいまちだと思う割合（「とてもそう思う」と

「まあまあそう思う」の合計）は7.6％に対し、暮らしにくいまちだと思う割合（「まっ

たくそう思わない」と「あまりそう思わない」の合計）は40.8％で、本市の障害のあ

る人にとっての暮らしやすさは低評価となっています。 

  【障害のある人にとっての五條市の暮らしやすさ評価】 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 10 年前に比べた市民の障害のある人や障害に対する理解の深まり度 

10年前に比べ市民の障害のある人や障害に対する理解が“深まっている”（「かなり

深まってきている」と「まあまあ深まってきている」の合計）は22.9％に対し、“深まっ

ていない”割合（「まったく深まっていない」と「あまり深まっていない」の合計）は

31.9％で、「どちらともいえない」の42.6％を含めると、障害のある人への理解はまだ

まだ深まっていない見方が多くなっています。 

  【10 年前に比べた市民の障害のある人や障害に対する理解の深まり度】 

 

 

 

 
2.9 20.0 42.6 27.4 

4.5 

0.5 

2.1 

(%)
0 20 40 60 80 100

かなり深まってきている
まあまあ深まってきている

どちらともいえない あまり深まっていない

まったく深まっていない

薄くなってきている

無回答

(n=380)
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⑥ 障害を理由とする差別や偏見の有無 

障害を理由とする差別や偏見があると思う割合は32.1％で、「少しはある」の41.3％

を合わせると、７割にのぼります。 

  【障害を理由とする差別や偏見の有無】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦ 障害のある人への市民の理解を深めるために必要なこと 

「学校における福祉教育の充実」が45.0％で最も多くなっています。これに次いで

「障害のある人の積極的な社会への進出」（28.9％）、「障害や障害者問題に関する啓発

の充実」（26.3％）、「障害への理解を目的として活動する市民団体への支援」（26.1％）

などが続いています。 

  【障害のある人への市民の理解を深めるために必要なこと】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

32.1 41.3 10.5 13.7 2.4 

(%)
0 20 40 60 80 100

あると思う 少しはあると思う ないと思う
わからない

無回答

(n=380)

【参考】内閣府「障害者に関する世論調査報告書」（平成 24 年７月）から 

◆差別や偏見の有無 

 

 
 
 

(％)

あると思う 少しはあると思う ないと思う わからない

(n=1,913) 56.1 33.0 9.7 1.1

45.0 

28.9 

26.3 

26.1 

23.9 

22.4 

19.7 

18.2 

10.5 

2.4 

8.9 

0.5 

3.9 

0 20 40 60

学校における福祉教育の充実

障害のある人の積極的な社会への進出

障害や障害者問題に関する啓発の充実

障害への理解を目的として活動する市民団体への支援

市民交流を通じての理解の促進

福祉施設の地域への開放や、地域住民との交流

障害のある人へのボランティア活動の推進

障害のある人の地域のまちづくりへの参加

障害に関する講演会や学習会の開催

その他

わからない

理解を深める必要はない

無回答

(MA%)

(n=380)
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（６）災害時の障害のある人への支援などについて 

① 居住地域における避難行動要支援者の存在の認知状況 

居住地域の避難行動要支援者の存在を「知っている」割合は9.5％に対し、「知らな

い」は88.9％となっています。 

  【居住地域における避難行動要支援者の存在の認知状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 災害時に障害のある人のためにできる支援や協力 

「安否確認·声かけ」が73.9％で最も多く、これに次いで「安全な場所への避難誘

導」の63.9％となっています。 

  【災害時に障害のある人のためにできる支援や協力】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9.5 88.9 1.6 

(%)
0 20 40 60 80 100

知っている 知らない 無回答

(n=380)

73.9 

63.9 

28.2 

24.7 

18.9 

16.6 

10.3 

1.6 

0.8 

2.9 

0 20 40 60 80

安否確認・声かけ

安全な場所への避難誘導

相談・話し相手

けが等の応急処置

障害のある人の家族への支援

一時的な保護

わからない

協力は困難、協力はできない

その他

無回答

(MA%)
(n=380)
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（７）障害のある人にとって住みやすいまちになるために必要なこと 

障害のない市民の立場からみた障害のある人にとって住みやすいまちになるために

必要なことは「相談窓口を充実する」が34.7％で最も多くなっています。これに次い

で「介護·訓練が受けられる生活支援サービスを充実する」（26.8％）、「障害のある子

どもに対する教育·療育を充実する」（26.8％）、「道路·建物などをバリアフリーにし

て利用しやすくする」（26.3％）が続いています。 

  【障害のある人にとって住みやすいまちになるために必要なこと】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

34.7 

26.8 

26.8 

26.3 

21.3 

20.8 

20.8 

18.9 

15.3 

13.7 

12.9 

11.3 

10.0 

9.7 

8.7 

7.1 

1.8 

2.1 

3.4 

0 10 20 30 40

相談窓口を充実する

介護・訓練が受けられる生活支援
サービスを充実する

障害のある子どもに対する教育・療
育を充実する

道路・建物などをバリアフリーにし
て利用しやすくする

就労支援の充実や就労の場を増やす

在宅福祉サービスを充実する

差別や偏見をなくすための福祉教育
や広報活動を進める

年金・手当などの生活保障を充実する

障害のある人が参加しやすいスポーツ・
サークル・文化活動の場をつくる

保健・医療体制の充実や医療費を軽減する

災害時にスムーズな避難ができるし
くみをつくる

ボランティアを育成する

グループホーム等の地域での生活の
場を整備する

住民同士がふれあう機会や場を増やす

障害のある人への虐待防止施策・支援
を充実する

福祉に関する情報を広報やホーム
ページなどで周知する

その他

特にない

無回答

(MA%)
(n=380)



 

- 52 - 

第７節 関係団体・事業所ヒアリング調査結果での主な意見 

本市において障害のある人の生活を支援する関係団体やサービス提供事業者に対し、

ヒアリングシートを配布し、障害のある人の地域での生活や地域移行、福祉サービス等

について意見を聴取しました。（60団体·事業所に送付し、うち38団体·事業所から返送） 

ヒアリングシートで出された主な意見等を分野ごとに取り上げると次のとおりです。 

 

（１）障害や障害のある人に対する理解、差別解消についての問題点と課題 

■障害のある人への理解、障害のある人への差別について 

○昔からは減っているが、障害に対する地域住民の無理解。コミュニティの関係が

希薄になっているので助け合える関係を構築するのが難しい。 

○あからさまな差別は一昔前に比べ少なくなっているが、根強い差別は無くならな

い。障害者差別解消法が制定されても差別はなくなっていない。 

○最近も会員の知的障害のある女性が罵声を浴びせかけられた。 

○グループホーム建設にあたっても、地域住民の理解が得られないことがある。 

○障害に関する理解をもっと周知すべき。 

○身体障害者よりも知的·精神障害者に対する理解が一般社会においてないと思う

ので、広く理解してもらえるように。 

○地域住民の理解と協力。 

■障害のある人本人やその家族の意識などについて 

○アファーマティブ·アクションも行き過ぎれば、逆アファーマティブ·アクショ

ンであると「社会」から反発もある。うまい具合での落としどころも考えないと

いけないと思う。 

○「地域」「障害」者への理解も大切であるが、障害のある人及びその家族でも「地

域」への関わり方を考えていくことが必要ではないか。 

○障害のある人自身の意識改革を促す。 

 

（２）障害者虐待や権利擁護についての問題点と課題 

○障害者虐待について、支援者側と利用者側の感じ方の違いで多くの利用者が結果的

に虐待を受けているケースがあると思う。行政として文章等の周知だけでは改善さ

れない。支援者·利用者の両方からのヒアリングなど今後検討が必要。 

○家族のいない方が多くなったので、後見制度の充実をお願いしたい。 

○既存サービスでは提供できない虐待等による緊急一時避難先や一時的な家族分離

に対応するサービスが必要。 
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（３）地域での生活の定着についての問題点と課題 

■親の高齢化、親亡き後について 

○親世代の高齢化により同居による生活が難しくなっている障害のある人が多数

いる。 

○医療や福祉サービスを利用する時、今は親が車を運転し連れていけるが、親が高

齢になって運転できなくなった時の不安がある。 

○生活の糧になるお金、暮らしの場、家族の高齢化に伴う問題。 

○親亡き後の生活支援。親が抱え込まないと続けられない地域生活支援の現状には

問題がある。老障介護、老老介護の問題も深刻。 

■地域生活を支援するための社会資源や利用者ニーズへの対応について 

○社会資源の不足と活用のための情報の不足。 

○地域の社会資源が不足しており、24時間サービスができない。 

○障害のある人本人と家族の思いにギャップがあり、家族の意向が重視される傾向

が強い。 

○グループホームの数が少ない。ショートステイの受け入れ事業所が少ない。 

○個別ニーズにどの程度まで深くかかわっていけるのか。 

○緊急時の病院が見つからず、救急車の中で１時間以上待たされることが多くあ

る。障害があることで拒否されることがある。 

○老障介護、老老介護でいけるところまで在宅で生活をするため、最終的に行政主

体で身元引き受け施設を探される。施設側にとってキーパーソンとなる人がいな

いため、終末期·治療のあり方等課題が残る。 

○施設に入所している人を地域生活という図式は、年齢、障害支援区分の高さから

困難さを伴う。成年になる過程において、すぐ施設へという図式を見直すほうに

重点とすべき。 

■地域生活への定着に向けた取組みについて 

○地域に定着するためには仕事が必要。個人の能力に応じた仕事をし収入を得るこ

とができれば定着すると思う。五條市内に仕事場があれば人口減少も少しは防げ

るのでは。 

○「働く」につなげるためには、生活（暮らし）の要素も大切。グループホームや

サテライト型などハード面で足りていないのは今後の課題。 

○サービスを利用できない障害のある人を地域でフォローできるようにしていく。 

○地域の理解はもちろん、地域生活を送っていくベースとして地域のつながりや支

えあいが重要。 

○社会·本人·家族を取り巻く環境の整備がハード·ソフトともに必要。本人·家

族にしても介護保険サービスの認識が濃く、自立支援、特に“自立”についての

認識も必要。エンパワーメントの視点。 

○まだまだ地域生活を送る上では整備が必要。また関係機関や地域の名士、地域の

自治体を牽引する人等にも障害の正しい理解や“自立”についての認識が必要。 

○障害のある人が在宅、地域で生活を送るためには、地域福祉サービスの充実、情

報を共有するためのネットワークづくり等が必要。 
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○幼少の頃から一貫した支援ができるよう、各支援者が連携できるしくみづくり。 

○障害のある人やその家族の生きづらさを、本人や家族の課題ととらえがちである

が、生きづらさを抱えているからこそ、福祉サービスを利用しているわけであり、

それが生きづらさを解決できるものでなければならない。しかし本人や家族の課

題にフォーカスし地域や社会のシステムエラーに目が行き届いていない。素因と

環境面の両面をとらえ、生活課題の解決に向けたサービスであることが必要。 

 

（４）就労や就労支援についての問題点と課題 

○聴覚障害者は身体的には障害のない人と変わりはないが、コミュニケーションの面

が不足になるし、経済的な問題が一番。仕事がないので福祉作業所に通っているが、

健常者でない限り、一般の会社での勤務は無理。 

○働く権利は誰に対しても保障されるべき。 

○就労継続支援Ａ型で、内職仕事で給料がもらえて、しんどくても訓練になり、先に

つながる仕事を避けて満足する人もいる。将来的にそれが正しいのか、支援と事業

の両方をきちっと行わなければならないＡ型の困難さに理解と行政からの支援を

お願いしたい。 

○受け入れ可能な事業所（就労継続支援Ｂ型）を増やす必要があるし、専門スキルの

ある職員の配置または教育が必要。 

 

（５）障害福祉サービスについての問題点と課題 

■障害福祉サービスに対するプラス評価について 

○ケアホームで共同生活介護（入所）を利用する障害のある人もあり、短期入所

（ショート）や日中支援·移動サービスなど保護者の都合に合わせて利用できる

ようになり助かっている。 

○保護者からはサービスについて苦言を聞くこともなく、安心してサービスを利用

している。土曜日や休日の利用等については支援者として本当にありがたい。 

■障害福祉サービスに対するマイナス評価について 

○サービス等利用計画のモニタリング期間が適正とは思えない。 

■障害福祉サービスの充実について 

○ホームヘルプ、短期入所等、「レスパイトケア」「レスパイトサービス」の広がり

を望む。 

○ショートステイのできるところが少ないことから、報酬体系を含めた整備が必

要。入所施設に頼るしかない状況では、いつまでたっても安心した地域生活は送

れない。 

○利用者の希望するサービスが受けやすいようにサービスの支給の充実。 

■利用者ニーズへの対応について 

○主介護者の負担軽減が重要。利用者と家族の実情に合った柔軟なサービス提供が

求められている。 
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○利用者の支援で課題となることが多い家族間での問題について、利用者へのサー

ビスだけでなく、家族の支援にまで発展するケースが多く、家族間の問題を支援

する場合、行政のバックアップを必要とすることがある。 

○障害のある子どもがいる家庭にはさまざまなケースがある。家族と離れることで

自立できたり安定した生活ができたりする家庭に対しては、例えば市営住宅の優

先入居や生活保護の一時支給などの行政対応を柔軟に行ってほしい。 

○施設職員のマンパワー不足から外出援助ができない状態。地域によっては移動支

援の支給をされている市町もあり地域格差を少なくできないのか。 

○利用者が何を望んで、何をしたいのかを理解し提供できることを見つけることが

難しい。 

■人材育成や研修などについて 

○参加しやすい外部研修。 

○専門的教育を受けていない人が福祉サービスの提供者となるため、本来大切にし

なければならない根幹の権利擁護や専門職としての倫理が備わっていない。 

○キャリア教育できるシステムがない 

 

（６）相談・情報提供についての問題点・課題 

■相談支援について 

○相談窓口が少ない、判断が困難な保護者でも子どもが支援を受けやすい整備が必

要。 

○委託相談支援事業所が地域に１か所しかない。 

○行政に話をすることを難しく考えて話をしにくいと考えていることから、色々な

ことが分かっている相談員を身近に置くことを考える。 

○発達障害に対応できる新たな相談支援事業所が必要。 

○相談援助技術を身につけた職員の養成。 

■情報提供について 

○発達障害児を抱える保護者の中には、子どもの障害への受容の難しさがあり、申

請や手続きの理解に時間がかかると思われる。例えば、図や矢印があり、具体的

に見やすく作っている案内プリントがあれば、よりスムーズな理解につながると

思う。 

○発達障害児への理解と支援についての学習会や講演会等の開催のお知らせ案内

プリントを多くの人に配布する手立てがない。他市町村では、広報誌に案内チラ

シが挟み込まれ、関係団体等の活動がつぶさに見てとれるので、市民に近い広報

であってほしい。 

○家族から情報を聞き取る力、提供する力が必要。 

○就労の事業所は南和地域でも複数あるが、事業所によって内容や方針が違うた

め、障害のある人当事者や家族が選択できるように、より多くの情報を渡し選べ

るようにしてほしい。 
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（７）発達障害についての問題点・課題 

■発達障害に対する理解について 

○一般の人の理解を深めるための講習を多く行ってほしい。 

○認知度は高まっているが、障害を理解して専門的な見地から支援されている事業

所はどの程度あるのか。 

○まだまだ理解が進んでいない。 

○発達障害の対応に関する一般的な講習（研修）を増やし、福祉職に携わる人のス

キルアップが必要。 

○発達障害に対応するためにも支援者内での勉強が急務。自治体と民間事業所での

合同勉強会ができればいい。 

○発達障害への認識がまだまだ不十分で、今後理解していかなければならない。利

用者として関わるのか、一緒に働く仲間として関わるのかでも、考えなければな

らない。 

○幼児期·児童期の子どもの支援に、質の向上のためもっとお金をかけ、産学官が

共同で人材を養成すべき。 

○特性をまず家族や周囲が理解し、学校を含めた日常的な暮らしの中で本人の理解

が生かされるようにしていくことが大切。 

■発達障害のある人向けのサービスについて 

○発達障害は精神障害と明らかに違うのに、発達障害に特化した支援が明らかに少

ない（発達障害に特化した手帳等） 

○身体·知的·精神の三障害と一線を画した支援が必要だと思う。児童·就学期の

ケアをどう連携するか。 

○増加していく発達障害の特性に合わせた支援の拡充。 

○職員のスキル不足。 

■発達障害のある人への支援のあり方について 

○親が安心して相談できる窓口を増やしてあげたい。 

○発達障害と認めない家族や本人が相談できる場所。 

○障害をなくすことではなく、生きづらさの改善に向けた相談·支援こそ重要であ

り、生活面の支援に目を向けるべき。 

○同じ症状の人同士での意見交流会などを近隣で行政と事業所が主催し、自立、社

会になじめる意識変化、支援を行うとよい。 

○周りに知られないようにと学校までもが障害を伏せている状況もあり、温かい環

境づくりと小さい頃からの支援は必要。 

○二次障害を抱えた発達障害のある人の福祉的就労について、作業訓練だけでな

く、心理的ケアの充実が必要。 

○発達障害者相談の中でも青年·成人期の増加が顕著であり、特に就労に関わる支

援が求められている。そのため早い段階からの本人の自己理解支援、仲間づくり

や安心できる居場所づくりが必要。 

○発達障害をもつ子どもに育てにくさを感じている家族に対しては、「育児支援」

を切り口に家族の育てにくさを軽減していく取組みが必要。 
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○発達障害の子どもをもつ家族が地域で孤立しないよう、同じ悩みをもつ仲間や先

輩保護者との交流等、支援ネットワークの構築が必要。 

 

（８）地域自立支援協議会や関係機関との連携についての問題点・課題 

■地域自立支援協議会の機能や役割について 

○地域自立支援協議会がそれなりに機能していると思われるが、大半が現場、利用

者支援として還元されていないように思われる。 

○地域自立支援協議会の活動等を市民レベルでわかるような案内。隙間を埋めるよ

うな活動が市民には理解されていないように思う。 

■関係機関との連携·情報交換の場の設定について 

○行政や関係機関の交流の場をつくってほしい。 

○社会福祉協議会との連携を強化し、地域への理解を深める活動。 

○地域や団体との関わりが少ないし、地域に対して何ができるのかを考える必要が

ある。また、地域や団体との関わりをもつための情報が少ない。 

○地域と行政の連携を深めるためのハブとなる機関の充実が求められる。 

○障害のある人が高齢になり介護保険を使うようになる際の連携がスムーズに行

えるようにしてほしい。 

○市内で“点”で動いている計画相談支援事業所が集まる機会をもち、利用者の情

報を共有していければと思う。 

○もっと民生委員と協働し、地域で福祉に関する声を拾い上げていく必要があり、

そのためには相談支援事業所として働きかけが必要。 

○連携という部分での課題は多種多様に及ぶが、短期間で解決できるものではな

く、深い部分の連携のあり方を検討していくことが必要。 

○高齢分野の連携は深まってきているが、障害分野については事業所や障害に対す

る認識の関係から連携がとりづらい。 
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第８節 計画推進にあたっての主要課題 

１ すべての市民が参画した権利擁護の推進と障害に対する理解や配慮の促進 

障害者基本法第１条（目的）では、「全ての国民が、障害の有無にかかわらず、等し

く基本的人権を享有するかけがえのない個人として尊重されるものであるとの理念に

のっとり、全ての国民が、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と

個性を尊重し合いながら共生する社会を実現する」と規定し、障害の有無に関係なく、

互いの個性を尊重し合いながら共に生きる社会の実現をめざすこととしています。 

この共生社会の実現のためには、障害のある人もない人もそれぞれが当事者として参

画し、互いの権利を尊重し守る意識を培い、障害に対し理解を深め配慮する態度を育む

取組みが必要です。 

 

２ ライフステージに応じた切れ目のない支援体制の推進 

障害者施策は、障害の状況や特性に応じ、保健·医療·福祉、生活環境、就労など、

分野ごとに細分化され、多様な担い手によって提供されています。障害のある人が、ラ

イフステージの各段階において、本人が希望する暮らし方の実現に向けた支援を受ける

ためには、本人·家族を含むサービスの多様な担い手が分野間の調整を互いに行い、迅

速·適切なサービスの提供につなげていくことが重要です。 

障害者施策の推進にあたっては、すべてのライフステージを通じて、切れ目や谷間の

ない支援体制の推進という視点に立って取り組むことが必要です。 

 

３ 障害者基本法や障害者差別解消法などの障害者関係法の正しい理解と運用 

様々な分野における障害のある人の参画やその権利の擁護を保障するものが、障害者

基本法や障害者差別解消法などの障害者関係法制度です。特に、「障害がある者にとって

日常生活又は社会生活を営む上で障壁となるような社会における事物、制度、慣行、観

念その他一切の社会的障壁を除去すること」は、本計画の基本理念である共生社会を実

現するために必要不可欠なことであり、すべての市民が障害者関係法を正しく理解し運

用していくことが重要です。 

 

４ 地域で支えあえる仕組みづくり 

今後、障害のある人が抱える生活·福祉課題も、さらに多様化·複雑化していくこと

が予想され、既存の公的サービスだけでは、それらの課題に対応することが難しくなっ

てきます。基本的な福祉ニーズには公的サービスで対応することが前提となりますが、

市民が主体的に関わり、支えあう領域を拡大、強化し、地域における支えあいを地域住

民と関係団体·機関、行政との協働のもとに進める「地域福祉活動」が重要となってき

ます。 

地域の生活·福祉課題解決に向けた福祉活動の推進にあたっては、「自助」「共助」「公

助」の役割分担と地域での相互の連携によって取り組むことが必要です。 
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第３章 計画の基本的考え方 

 

第１節 計画の基本理念と基本的視点 

１ 基本理念 

本計画では、計画の連続性、整合性を図る観点から、前計画の基本理念を継承するこ

ととしますが、平成28年４月１日から施行された「奈良県障害のある人もない人もとも

に暮らしやすい社会づくり条例」を踏まえ、表現の一部を見直しました。 

また、この理念とともに、障害者基本法第３条に定められている地域社会における共

生や社会参加の機会の確保等に関する考え方をはじめ、障害者基本法第４条の差別禁止

に関する条項などを根本的な原則として、市民一人ひとりが障害のことを理解し、それ

ぞれの立場でできる配慮や工夫をすることにより、差別や障壁をなくすよう努め、障害

の有無に関係なく、すべての人にとって暮らしやすい、ともに生きる社会の実現をめざ

し、本計画を推進するものとします。 

 【計画の基本理念】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害のある人もない人も地域とのつながりの中で 

自尊心をもって暮らせる「共生社会」をめざして

◇奈良県障害のある人もない人もともに暮らしやすい社会づくり条例（抜粋） 

（目的） 

第一条 この条例は、障害を理由とする差別の解消、障害のある人の権利擁護及び県民

の理解（以下「障害を理由とする差別の解消等」という。）の促進に関する基本的な事

項を定め、県の責務、県と市町村との連携並びに県民及び事業者の役割を明らかにし、

障害を理由とする差別の解消等に関する施策を推進することにより、全ての県民が、

障害の有無にかかわらず、相互に人格と個性を尊重し合いながら、安心して幸せに暮

らすことができる社会の実現に資することを目的とする。 

（基本理念） 

第三条 全ての県民が、障害の有無にかかわらず、相互に人格と個性を尊重し合いなが

ら、安心して幸せに暮らすことができる社会の実現は、次に掲げる事項を基本理念と

して行われなければならない。 

一 全ての障害のある人は、基本的人権を享有する個人としてその尊厳が重んじられ、

その尊厳にふさわしい生活を保障される権利を有すること。 

二 全ての障害のある人は、社会、経済、文化その他あらゆる分野の活動に参加する

機会が確保されること。 

三 全ての障害のある人は、どこで誰と生活するかについての選択の機会が確保され、

地域社会において他の人々とともに暮らすことを妨げられないこと。 

四 全ての障害のある人は、言語（手話を含む。）その他の意思疎通のための手段につ

いての選択の機会が確保されるとともに、情報の取得又は利用のための手段につい

ての選択の機会の拡大が図られること。 

五 障害のある人とない人が、ともに交流し、及び学び合い理解を深める必要がある

こと。 
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２ 基本的視点 

前計画では、基本目標として「自立して地域生活を送るための支援」「自己選択·自己

決定を尊重する支援体制の整備」「ノーマライゼーションの推進」の３つを掲げ、障害の

ある人にとって暮らしやすい地域社会の実現は、すべての人にとっても暮らしやすいま

ちづくりにつながるとの認識に立って、様々な障害者施策を総合的かつ計画的に推進し

てきました。 

一方、国の基本計画では、障害者施策の各分野に共通する横断的視点として、「障害者

の自己決定の尊重及び意思決定の支援」「当事者本位の総合的な支援」「障害特性等に配

慮した支援」「アクセシビリティの向上」「総合的かつ計画的な取組みの推進」の５つを

掲げ、障害のある人の自立及び社会参加の支援等のための施策について総合的かつ計画

的な推進を図ることとしています。 

これらの横断的な視点を踏まえ、本計画では、前計画の基本目標を見直し、施策を推

進する上で次の基本的視点を位置づけ、庁内関係各課及び庁外関係機関·団体等との連

携と協働のもと取り組んでいくこととします。 

 

 【計画推進にあたっての基本的視点】 

（１）障害のある人の能力を引き出し自らが自立した生活を送るための支援 

障害のある人が、地域の一員として活動し、社会に参加する力の向上を図る

ことができるよう、障害の特性への配慮をはじめ、ライフステージに応じた切

れ目のない適切な支援が受けられる体制を充実し、関係機関·団体が連携·協

働して、学ぶ場·働く場·活動する場等の環境の整備を図り、障害のある人の

自立生活と積極的な社会参加を促進します。 

 

（２）障害のある人の自己選択・自己決定への支援 

障害のある人自身が自己選択·自己決定を前提に必要なサービスを受けなが

ら安心した生活を送ることができるよう、適切な相談支援体制の充実をはじめ、

意思疎通のための手段を選択できる機会の提供の促進などに努め、その人らし

い生活が送ることができる環境づくりを推進します。 

 

   （３）社会のバリアフリー化の促進 

障害のある人の活動を制限し、社会への参加を制約している、事物や制度、

慣行、観念等の社会的障壁の除去を進め、ソフト·ハードの両面にわたる社会

のバリアフリー化を推進し、アクセシビリティ3の向上を図ります。 

特に障害を理由とする差別の解消に向け、引き続き障害や障害のある人に対

する正しい理解を深め、“心のバリアフリー”を推進します。 

 

                            
3 アクセシビリティ：施設・設備、サービス、情報、制度等の利用しやすさのこと。 
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第２節 施策の方向性 

１ 施策の取組み分野 

本計画では、すべての人々を社会の一員として迎え入れ、ともに生きる共生社会の実

現に向け、次の分野ごとに障害のある人に対する施策の総合的かつ体系的な推進を図り

ます。 

 

 

（１）障害への理解を深める広報・啓発の推進 

障害のある市民とない市民が地域でともに生きる「共生」の理念を一層浸透させる

ためには、障害に対する誤った理解や認識は今後も改善していくことが重要です。そ

のため、家庭や地域、学校、職域などあらゆる場において、すべての世代の市民がそ

れぞれの個性を互いに尊重しあい、障害に対する正しい理解を深めるため、市民、行

政、障害者団体や関係機関等、様々な主体の連携·協働のもと、多様な機会を通じて、

広報·啓発活動を推進していきます。 

（２）差別の解消及び権利擁護等の推進 

障害に対する一層の理解が進み、引き続き障害のある人が地域で安心·安全に暮ら

していけるよう、障害に対する偏見や差別を解消することが重要です。そのため、障

害のある人の基本的人権を守るため、権利擁護に努めるとともに障害のある人への虐

待防止を推進します。 

（３）ともに学び育つ教育・育成の充実 

障害の有無に関係なく、本市の子どもたちが地域でともに学び育つことができる環

境は、その子の将来の生活を豊かにするだけでなく、障害を理解し、共生の理念を育

むためにも重要です。そのため、地域の保育所や幼稚園、認定こども園、小中学校、

特別支援学校が互いに連携しながら、ともに学ぶ場を充実し、障害の状況等に応じて、

一人ひとりの個性や可能性をともに伸ばす教育の推進を図ります。 

また、社会の一員として自立し、主体的に生活できる力を育成するため、基本的生

活習慣の確立に努めるとともに、適切な進路相談·指導の実施に努めます。 

（４）いきいきと活躍できる社会参加の促進 

障害のある人が地域でいきいきと働いたり、多様な場に社会参加し活躍したりでき

る環境が身近にあることは、障害のある人が主体的に生きがいのある生活を送ること

にとって大変重要です。雇用·就労については、ハローワークや障害者就業·生活支

援センターと連携しながら公的機関や民間事業所での雇用を促進するなど、障害のあ

る人の就業の拡大に努めます。 

また、外出やコミュニケーションへの支援などを通じて、スポーツ·文化·レクリ

エーション活動などの幅広い活動に参加できるよう条件整備を行い、障害のある人一
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人ひとりの個性や能力を最大限に発揮できる環境づくりに努めます。 

（５）心身の健康保持・増進のための保健・医療の充実 

障害などの予防と早期発見·治療、医学的リハビリテーション、療育は、健やかな

暮らしを支えるために重要な取組みです。障害の原因のひとつとなる疾病等の予防や

その早期発見·治療、療育を図るとともに、障害のある人の心身の健康の保持·増進

のため、関係機関との密接な連携のもと、心身の状況やライフステージに応じた保健·

医療·医学的リハビリテーションの充実に努めます。 

（６）生活の質（ＱＯＬ）を高める生活支援サービスの充実 

障害のある人が可能な限り住み慣れた地域で生活できるよう、障害のある人の日々

の生活を支援するとともに、介護者の負担軽減を図る取組みが重要です。そのため、

障害者総合支援法による自立支援給付、地域生活支援事業やその他の生活支援サービ

スの充実に努めます。 

また、地域の様々な社会資源を活用しながら、質·量ともに十分なサービス提供体制

の充実に努め、障害のある人一人ひとりの「生活の質（ＱＯＬ4）」の向上を図ります。 

（７）いつまでも五條市に暮らしたいと思える安心・安全なまちづくりの推進 

障害のある人が、地域で安心·安全に暮らしていけるよう、防犯や交通安全、防災

などの面での障害のある人への配慮のほか、バリアフリー5やユニバーサルデザイン6

による生活空間づくりが重要です。また、今日の情報化社会では、インターネットや

ソーシャルネットワーキングサービス（ＳＮＳ）7等を使った情報収集や情報発信はま

すます重要になっており、情報·コミュニケーション面でのバリアフリー化、情報利

用におけるアクセシビリティの向上が求められています。 

障害の有無に関係なく、すべての市民が、その能力を最大限に発揮しながら、自分

らしくいきいきと生活できるよう、建物、移動、情報、制度、慣行、心理などハード·

ソフト両面にわたる社会のバリアフリー化·ユニバーサルデザイン化に努めます。 

また、地域ぐるみで障害のある人の安心·安全を支え見守るネットワークの強化を

図ります。 

  

                            
4 生活の質（ＱＯＬ ）：Quality of Life（クオリティ・オブ・ライフ）の略。人々の生活を物質的な面から

量的にのみとらえるのではなく、精神的な豊かさや満足度も含めて、質的にとらえる考え方。医療や福祉の

分野で重視されている。生活の質。生命の質。 
5 バリアフリー：障害のある人が社会生活をしていくうえで妨げとなる障壁（バリア；Barrier）となるもの

を除去（フリー；Free）するという意味で、建物や道路の段差など生活環境上の物理的障壁の除去をいうこ

とが多いが、より広く社会参加を困難にしている制度や意識、情報の活用などにおける障壁の除去も必要で

あるとされている。 
6 ユニバーサルデザイン：身の回りの品物から住宅、建物、都市空間のデザインまで、すべての人が使いやす

いように考慮してつくられた汎用性のある製品、環境、情報の構築実現をめざしたもの。1990 年代から普

及してきた新しいものづくりの考え方。 
7 ソーシャルネットワーキングサービス（ＳＮＳ）：インターネット上での交流の場を提供するサービス。

「Facebook」「Twitter」「LINE」等。 
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２ 施策の展開図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

推進分野 施策の方向 

（１）啓発・広報活動の推進 

（２）障害に関する正しい理解の促進 

（３）地域福祉ネットワークの推進 

（１）生活支援体制の充実 

（２）障害福祉サービス等の充実 

（３）経済的自立の支援 

（１）住まいや建物等の環境整備 

（２）公共交通機関、歩行空間等の環境整備 

（３）防災、防犯対策の推進 

（４）情報・コミュニケーションの充実 

３ ともに学び育つ教育・育成

の充実 

６ 生活の質（ＱＯＬ）を高め

る生活支援サービスの充実 

１ 障害への理解を深める 

広報・啓発の推進 

７ いつまでも五條市に暮ら

したいと思える安心・安全な

まちづくりの推進 

（１）障害を理由とする差別の解消の推進 

（２）権利擁護等の推進 

２ 差別の解消及び権利擁護

等の推進 

（１）障害のある人の雇用に対する企業等の理

解の促進 

（２）障害のある人の就労機会や場の拡大 

（３）スポーツ、レクリエーション及び文化・

芸術活動の推進 

（４）生涯学習の推進 

 

４ いきいきと活躍できる 

社会参加の促進 

（１）健康の保持・増進 

（２）障害に対する適切な保健・医療サービス

の充実 

５ 心身の健康保持・増進のた

めの保健・医療の充実 

（１）就学前教育・保育・療育の充実 

（２）小・中学校教育の充実 

（３）障害のある児童・生徒やその家族に対す

る支援の推進 

（４）発達障害児に対する支援の充実 

（５）休日・放課後活動の充実 
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第４章 分野別施策の展開 

 

推進分野１ 障害への理解を深める広報・啓発の推進 

【現状と課題】 

平成28年度に障害のある人を対象に実施した「五條市障害者基本計画見直しのための

調査·障害のある人への調査」（以下、「障害のある人への調査」という。）の結果では、

障害のある人が普段の生活の中で感じていることは、障害の種別に関係なく、「自分たち

の生活の実情をもっと知ってほしい」が多く、特に知的障害者や精神障害者の割合が高

くなっています。また、知的障害者では「障害のない方が特別な目で見ている」の割合

も高く、障害に対する誤った見方や理解不足から偏見をもつ市民が少なくない様子がう

かがえます。一方、「同調査·障害のない人への調査」（以下、「障害のない人への調査」

という。）の結果では、10年前に比べ市民の障害（障害のある人）に対する理解は、『深

まってきている』が22.9％に対し、『深まっていない』は31.9％、また「どちらともいえ

ない」が42.6％となっており、障害のない市民の間でも障害への理解はまだまだ深まっ

ていないとの意見が多い状況です。障害のある人への市民の理解を深めるためには、「学

校における福祉教育の充実」（45.0％）が必要との回答がそれ以下の項目を大きく引き離

し、学校教育の段階での教育·啓発が重要と考えている市民は少なくありません。 

これまでの本市の主な取組みとして、障害のある人に関する制度や情報の市広報紙へ

の毎月の掲載をはじめ、地域の身体障害者との交流の場として、ゲートボール大会の開

催や、学校教育では五條西中学校を人権教育研究指定校として指定し、地域の高齢者施

設入居者との交流を行ってきました。障害のある人と地域住民が、直接ふれ合い交流し

たり、体験学習などを取り入れたりした福祉教育の実践を通して、障害のある人に対す

る理解を一層深めるための機会の充実が必要です。 

近年、少子高齢化やひとり暮らし世帯の増加、近隣関係の希薄化などを背景に、福祉

へのニーズは多様化·複雑化しています。その対応のためには、公的な施策だけでなく、

地域住民の自助·共助による取組みも重要となっています。障害のない人を対象に実施

した調査の結果では、ほぼ２人に１人が障害のある人を「できる範囲で支援したい」

（48.7％）と考え、「身近にいる障害のある人に対して、できる範囲の手助けをしたい」

が61.8％にのぼります。また、障害のある人に対するボランティア活動を行った経験の

ある市民は24.5％、また今後活動したいは32.1％と潜在的な意向は高く、今後障害のあ

る人への支援の担い手として期待できます。 

本市のボランティア活動の推進の母体は社会福祉協議会（社協）であり、社協が実施

する福祉体験学習には市内各校から多くの児童·生徒が参加しています。このほか社協

では、ボランティアをしたい人としてほしい人との需給調整のほか、録音ボランティア

グループや手話ボランティアグループ等の活動拠点（ボランティアルーム）を設置して

います。 

しかし、活動拠点の利用は一部の団体に限られ、様々な団体や個人が交流する場とは

なっていないのが現状です。また、地域での福祉活動の推進にあたっては、五條·吉野
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地域自立支援協議会8の生活支援部会に参加協力を行っています。さらに、行政の手が届

きにくい福祉ニーズについては、自治会をはじめ、老人クラブ、子ども会、ＰＴＡ、民

生児童委員、各種ボランティア団体など様々な団体による助けあい活動により対応でき

るよう、支援に努めることが必要です。そのため、社協では、地域住民自身でネットワー

クを構築して、地域の「気になる方」の見守りを行う活動を地区社協と一緒に行ってい

ますが、現在活動中の地区は４地区（自治連合会域）だけで、新たな取組みを行う地区

の増加につながっていません。 

地域福祉に対する意識を醸成し、自分たちが暮らす地域は自分たちで創るという発想

のもと、障害の有無や年齢、家庭の状況などに関係なく、近隣住民どうしの支え合い、

助けあいの精神に基づいた地域福祉の推進が求められます。 

 

【施策の方向】 

（１）啓発・広報活動の推進 

家庭や地域、学校等、あらゆるところで、すべての市民が互いに尊重しあい、障害へ

の正しい理解を深めるため、様々な媒体の活用や多様な機会を通じて、啓発·広報活動

を推進します。 

 

① 広報誌・ホームページ等を活用した啓発 

○広報誌やホームページ等を活用し、障害や障害のある人に対する理解を深めるた

めの広報·啓発活動を充実します。 

 

② 交流・ふれあい活動の推進 

○障害のある人に対する地域住民の理解を深めるため、関係団体や事業者と連携し、

事業やイベントを開催するとともに、障害のある人が参加しやすい内容の充実に

努めます。 

○障害のない児童·生徒が障害について正しく理解し、思いやりのある心を育むこ

とができるよう、障害のある人や子どもとの交流の機会を充実します。 

○障害福祉サービスや各種制度等について、障害のある人同士が情報交換できる交

流の場の充実など、できるだけ情報入手にあたっての隙間や障壁（バリア）が発

生しないよう、関係団体や事業者と連携した広報·啓発活動に努めます。 

○当事者団体や家族会など関係団体間での交流や情報交換等を促進します。 

                            
8 五條・吉野地域自立支援協議会：市町村が、相談支援事業をはじめとする地域の障害福祉に関するシステム

づくりに関し、中核的役割を果たす協議の場として「地域自立支援協議会」が位置づけられています。本市

は、南和圏域の４市町（五條市、吉野町、大淀町、下市町）で構成する「五條・吉野地域自立支援協議会」

に参加して、障害のあるなしにかかわらず誰もが人としての尊厳を尊重され、必要な支援を受けながら、地

域で当たり前に暮らせる社会づくりをめざしています。 
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（２）障害に関する正しい理解の促進 

障害者基本法では、「障害」を「身体·知的·精神（発達障害を含む。）その他の心身

の機能の障害であること」、また、「障害者」を「障害及び社会的障壁により継続的に日

常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にあるもの」と定義しています。障害に

ついて、市民一人ひとりが正しく理解できる取組みを推進します。 

 

① 福祉講座や講演会の開催 

○障害の特性について、市民の一層の理解を深めるため、関係機関·団体と連携し

た講演会や講習·講座等を充実します。 

○保健、福祉、医療関係機関や障害者団体等と連携し、精神障害をはじめ、発達障

害や難病などの障害や疾病に関する正しい知識の普及に努めます。 

 

② 市職員、保育所（園）保育士、学校教職員への人権研修の実施 

○全職員に対する人権研修会を通じ、障害のある人の人権だけでなく、様々な人権

課題に関する知識を深め、偏見や差別のない人権文化が根付いたまちづくりを担

う人材を育成します。 

○福祉に関する研修の場の充実に努めるとともに、福祉担当部門の職員の実践的な

資質の向上に努め、職員全体の福祉意識の向上を図ります。 

○障害のある人の福祉に関する行事やイベント等への職員の積極的な参加を促進し

ます。 

 

③ 障害に対する理解を促す教育・啓発の推進 

○社会福祉協議会やボランティア団体と連携し、学校での福祉教育の成果を生かす

ための実践の場として、ボランティア活動の機会の充実を図ります。 

○学校行事などに地域住民の参加·協力を呼びかけ、障害児との触れ合いを通して、

相互理解を図ります。 

 

 

（３）地域福祉ネットワークの推進 

身近な地域における相談支援や見守り機能を整備し、地域住民が安心して暮らせる地

域づくりを推進します。 

また、社会福祉協議会や地域のボランティア団体、ＮＰＯ等と連携し、地域住民によ

るボランティアや福祉活動を支援するとともに、住民参加型の福祉のまちづくりの推進

を図ります。 

 

① 小地域ネットワーク活動の推進 

○障害のある人や高齢者等の要援護者を地域全体で支える地域づくりのため、地域

住民をはじめ、民生委員·児童委員、ボランティア等との協働による支え合い、

助け合いのネットワーク活動を推進します。 
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○地域の身近なところで相談に応じている民生委員·児童委員活動について普及·

啓発を図り、障害のある人等の要援護者が相談しやすい環境を整備します。 

 

② ボランティア活動の推進 

○広報や社協だより等を通じ、ボランティアに関する情報を提供するとともに、市

民のボランティア活動への関心を高め参加促進を図ります。 

○ボランティア講座等の修了者には、ボランティア団体などへの登録を働きかけ、

習得した知識·技能を活用できるよう支援を行います。 

○市民がボランティア活動に気軽に参加できるよう、要約筆記者·手話通訳者養成

研修や点字講習会など、様々な講習会を開催し、参加機会の充実を図ります。 
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推進分野２ 差別の解消及び権利擁護等の推進 

【現状と課題】 

障害者権利条約の締結に向けた国内法制度の整備により、障害の有無によって分け隔

てられることがない共生社会の実現に向け、障害者差別解消法が制定され、平成28年４

月から施行されています。共生社会の実現には、日常生活や社会生活において障害のあ

る人の活動を制限し、社会への参加を制約している社会的障壁を取り除くことが重要で

す。 

障害のある人への調査の結果では、障害の種別に関係なく、「障害者に対する差別·

偏見がある」が「ない」の割合を上回っています。特に知的障害者·精神障害者では５

割を超え、外見上障害があることがわかりにくい障害への差別·偏見はまだまだ存在し

ています。一方、障害のない人への調査の結果でも、「障害を理由とする差別がある」の

割合が７割を超えています。 

これまで本市では、人権教育や障害者福祉施策を通じて、障害のある人に対する差別

の解消に努めてきましたが、今後も差別を解消し共生社会の実現に向けて、より一層取

り組んでいく必要があります。 

また、障害のある人の権利擁護については、成年後見制度の普及·啓発に取り組み徐々

に浸透してきていますが、今後、高齢化を背景とした認知症患者やうつ病などの疾患に

伴う精神障害者の増加などにより、成年後見制度の需要は一層高まるものと予想されま

す。 

さらに、障害者虐待を未然に防ぐための周知·啓発に努めることが必要です。本市で

は、高齢者虐待については多職種連携による｢高齢者虐待防止ネットワーク委員会｣を設

置し、虐待防止、関係機関との連携強化、早期発見や未然防止対策等を協議しています。

障害のある人については、虐待の防止及び養護者に対する支援として、虐待等の際の居

室の確保のほか、成年後見制度利用支援事業の活用や成年後見人市長申立の実施等によ

り、障害のある人の権利擁護に努めています。障害者虐待防止法の趣旨を踏まえ、障害

のある人についても高齢者同様、虐待の早期発見や緊急一時保護のための関係機関との

連携·協力体制の充実を図るとともに、障害のある人の人権を守るための地域での見守

り、支える仕組みづくりを進めていくことが重要です。 

 

【施策の方向】 

（１）障害を理由とする差別の解消の推進 

障害のある人に対する差別を解消し、ともに学び、ともに働き、ともに暮らす共生社

会を実現するため、啓発活動を充実するとともに、全庁的な取組みを推進します。 

① 職員対応要領等の策定 

○職員に対する「不当な差別的取り扱いの禁止」及び「合理的配慮」について啓発

を図るツールとして職員対応要領の策定などに努めます。 

② 障害のある人に対する差別解消に関する啓発活動 

○地域住民や事業者等に対する啓発活動を行い、差別の解消に努めます。 
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（２）権利擁護等の推進 

障害のある人がその権利を侵害されることなく、地域で安心して生活できるよう、成

年後見制度の周知及び利用促進に努めるとともに、地域で見守り支える仕組みづくりを

推進します。また、障害のある人に対する虐待防止対策を推進します。 

 

① 成年後見制度の周知と利用啓発 

○判断能力の低下した高齢者や知的障害者、精神障害者の権利と財産を守る成年後

見制度が身近なものとして活用されるよう、制度の周知や利用のための啓発を行

います。また、個別相談への対応など、事業の充実を図ります。 

 

② 成年後見制度利用支援事業の活用 

○身寄りのいない判断能力の低下した高齢者や知的障害者、精神障害者に対し、必

要に応じ市長による審判の請求を行うなど、成年後見制度の利用を支援します。 

 

③ 福祉サービス利用援助事業の促進 

○判断能力の不十分な高齢者や知的障害者、精神障害者に対し、福祉サービスの利

用援助や日常的な金銭管理などの生活援助など、社会福祉協議会が実施する「地

域福祉権利擁護事業」の利用を促進します。 

 

④ 障害者虐待防止対策の推進 

○虐待を未然に防止するため、市民や事業所等に対して、障害者虐待防止法等を周

知します。 

○障害のある人やその家族などが孤立することのないよう、必要な福祉サービスの

利用を促進するなど養護者の負担軽減を図ります。 

○虐待の早期発見や早期対応、緊急一時保護のための居室の確保など、障害者施設

等関係機関との協力体制を充実します。 
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推進分野３ ともに学び育つ教育・育成の充実 

【現状と課題】 

発達障害を含む知的障害のある児童·生徒に対する早期の段階での発見と適切な療育

は、障害のある児童·生徒にとって自立した生活と自己実現をめざす上で重要な取組み

です。また、障害のある子とない子が共にふれあい、双方の豊かな人格形成を目指した

保育·療育の推進を図っていく必要があります。 

障害のない人への調査の結果をみると、障害のある子どもに対し必要な支援として最

も多いのは、「子どもとその家族に対する周囲の理解」（78.7％）、これに次いで「身近な

相談先の確保」（58.4％）で、以下「早い段階における障害や発達の遅れの発見」（54.5％）、

「教育·保健·医療·福祉などの関係機関の連携」（51.8％）、「障害の状態や特性に応じ

た教育の実施」（50.3％）が５割台で続いています。 

学校·幼稚園·保育所における教育·保育は、「ともに学び、ともに育つ」ことを基

本として、障害のある児童·生徒一人ひとりの課題に配慮した適切な教育·保育が行わ

れるよう体制の充実を図るとともに、発達障害等に対する理解を深めるため、障害のな

い児童·生徒や地域の人々との交流に努めていくことが大切です。また、就学前から卒

業後までのライフステージを横断した切れ目のない支援を進めることが重要であり、教

育·保育·医療·福祉·就労等の関係機関と連携したネットワークを構築することが必

要です。本市では、幼稚園·保育所に障害児への教員·保育士の配置を行うとともに、

支援の必要な子どもへの対応について自閉症スペクトラム支援士等による指導を実施し

ています。また、関係機関から依頼があった場合には、保護者との情報共有、承諾のも

と、発達障害の疑いのある幼児を対象に、臨床発達心理士等カウンセラーが発達検査を

行っています。 

就学前教育·保育から小学校への連携については、小学校の指導主事と就学指導委員

長が、「気になる幼児」について幼稚園·保育所と情報共有し、就学指導委員会において

適切な進級先や支援方法等について検討し、保護者に助言を行うなど連携を図っていま

す。平成28年度からは牧野小学校に通級指導教室を立ち上げ、子どもたちの連続性のあ

る「多様な学びの場」の充実に努めています。 

一方、生涯学習の場においては、青少年健全育成事業を実施し共同活動を通じ、児童

生徒にたくましく生きる力を育ませる取組みを行なっています。また、適応指導教室（く

すのき教室）や問題を抱える子ども等の自立支援事業を実施し、学校生活を送ることが

困難な児童·生徒を支援するための放課後（学校外）活動も行っています。 

保護者の介護負担の軽減をはじめ、障害のある児童·生徒の放課後や学校外での活動

への継続的な支援などの充実が必要です。 
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【施策の方向】 

（１）就学前教育・保育・療育の充実 

障害の有無にかかわらず、共に遊び学ぶ機会を充実し、互いに豊かな人格形成を目指

した教育·保育·療育を推進します。 

また、関係機関と連携し、早期から療育指導や教育相談などを受けることができるよ

う、継続した支援体制の充実を図ります。 

 

① 特別支援教育・障害児保育の充実 

○障害のある子どもと障害のない子どもが互いに交流しながら成長することを目指

すとともに、障害の多様化に応じた教育·保育を推進します。 

 

○幼稚園·保育所においては、教員·保育士を引き続き配置し、障害のある児童に

対するきめ細かな教育·保育に努めます。 

 

② 保育士や幼稚園教諭の資質の向上 

○障害のある子どもの健やかな発達を支援できるよう、保育士や幼稚園教諭の特別

支援教育·障害児保育に対する専門性の向上と障害のある子どもへの理解を図る

ための研修を充実します。 

 

 

（２）小・中学校教育の充実 

障害のある児童·生徒と障害のない児童·生徒が「ともに学び、ともに育つ」という

教育理念を基本に、児童·生徒の発達状況に応じた適切な教育内容·指導方法を取り入

れながら、生きぬく力を育むことができる教育環境を充実します。 

 

① 障害のある児童・生徒に対する小・中学校教育の充実 

○保健、医療、福祉、教育などの関係機関が連携し、個別のニーズに応じた教育を

推進する体制を充実します。 

○個別及び小集団での学習や通常の学級での交流教育を通じて、児童·生徒の個性

や可能性、必要な力を伸ばす取組みを推進するとともに、そのための実践的な指

導内容·方法の充実を図ります。 

○特別支援学校と連携しながら、小·中学校教育において幅広い分野の専門的知識

や技術を総合的に活用していきます。 

○障害の状況に応じた適切な教育を受けられるよう通級指導教室を推進します。 

 

② 小・中学校における教育相談体制の充実 

○障害のある児童·生徒の悩みやその保護者からの教育相談に対応するため、校内

の相談体制の充実に努めるとともに、スクールカウンセラーなどの専門相談員と
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連携した相談支援体制を整備します。 

○障害に応じた専門的な指導や相談を行うことができるよう、教員に対する指導方

法等の研修の充実を図ります。 

○就学指導委員会において適切な就学指導を行い、心身の障害により教育上特別な

支援を必要とする児童·生徒の教育支援の適正化を図ります。 

 

 

（３）障害のある児童・生徒やその家族に対する支援の推進 

障害のある児童·生徒一人ひとりが社会の一員として、生涯にわたって主体性を発揮

し、生きがいのある生活を送ることができるよう、障害の状況やライフステージを横断

した適切な療育及び教育を実施するとともに、関係機関と連携した相談支援を推進しま

す。 

 

○乳幼児期から学校卒業後まで一貫した指導·支援を図るための情報伝達ツールを

活用し、関係機関の連携を充実するとともに、障害のある児童·生徒やその家族

に対する継続的な支援体制の推進を図ります。 

○療育ニーズの高まりを踏まえ、障害児を抱える保護者の心身の負担軽減を図るた

め、療育相談や療育教室の充実を図ります。 

○義務教育終了後、発達障害のある人への青年期から生涯にわたるサポートについ

てはライフステージに応じた相談体制の充実を図ります。 

 

 

（４）発達障害児に対する支援の充実 

自閉症、広汎性発達障害、学習障害（ＬＤ）、注意欠陥多動性障害（ＡＤＨＤ）など

の発達障害がある児童·生徒一人ひとりの教育的ニーズを把握し、その持てる力を高め、

生活や学習上の困難を改善する指導·支援体制の充実に取り組みます。 

① 早期療育の充実 

○発達の遅れや障害の疑われる乳幼児に対し、保健師等が相談に応じ、また保育士

との連携を通して一人ひとりに応じた支援に努めます。 

○就学前の障害のある子どもに対する児童発達支援事業や医療型児童発達支援事業

の充実に努めます。 

② 発達障害児等に対する指導・支援体制の充実 

○発達障害児に対し実態に応じた個別の指導計画を作成し、その計画に基づいて基

本的生活習慣の定着や学力向上について支援するよう努めます。 

○奈良県発達障害支援センター「でぃあ～」などの関係機関と連携し、発達障害に

関する療育相談、就労相談等に努めます。 

○保護者の経済的負担を軽減し、教育の普及奨励を図るため、「特別支援教育就学奨

励費補助金」による援助を実施します。 
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（５）休日・放課後活動の充実 

障害のある児童·生徒が、放課後や夏休み等の長期休業期間中に安全に生活を送るこ

とができるよう、活動の機会や居場所の充実を図ります。 

 

① 放課後児童健全育成事業等の充実 

○放課後児童健全育成事業において、保護者が労働等で昼間家庭にいない小学生の

障害児の受け入れを引き続き実施するとともに、ニーズをみながら受け入れ体制

の充実を図ります。 

○放課後等デイサービス事業において、生活能力の向上のために必要な訓練及び社

会との交流の促進等必要な支援を行います。 

   ○日中一時支援事業を実施し、放課後や長期休暇等に、市と契約している事業所が 

    障害のある子どもの活動の場を提供します。 

 

② 休日や長期休暇時の遊びの機会充実 

○キャンプ等のレクリエーション活動を充実し、障害のある児童·生徒の参加促進

を図ります。 

○障害のある児童·生徒が夏休み等の長期休暇中でも交流したり遊んだりすること

ができる機会や場の確保に引き続き努めるとともに、地域行事等への参加促進を

図ります。 
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推進分野４ いきいきと活躍できる社会参加の促進 

【現状と課題】 

障害のある人の雇用促進及び就業への支援は、障害のある人自身が就労を通して自己

実現を図りながら、社会参加するための手段のひとつとして重要です。 

ハローワークでは、民間企業等における障害のある人の雇用促進に向け、雇用分野で

の障害者差別の禁止、合理的配慮の提供の義務化に関するリーフレットをはじめ、障害

のある人の雇用促進のための各種助成金に関するリーフレットを作成し、企業（事業所）

への周知を図っています。 

民間企業、国、地方公共団体は、「障害者の雇用の促進等に関する法律」で定める「法

定雇用率」に基づき、その率に相当する数以上の身体障害者または知的障害者を雇用し

なければなりません。本市では、平成27年度末現在10名の身体障害者を雇用し、雇用率

は2.46％と法定雇用率（2.3％）をやや上回っています。障害のある人への調査の結果で

は、「仕事をしている（福祉的就労含む）」の割合は、身体障害者が40.7％、知的障害者

が47.4％、精神障害者が32.4％で、知的障害者の割合が最も高く、精神障害者が最も低

くなっています。また、障害のない人への調査の結果では、障害のある人がもっと雇用

されるべきと考えている市民の割合は69.3％を占め、障害のある人の雇用があまり進ん

でいないととらえている市民は少なくありません。また同調査の結果で、障害のある人

が働くために必要な条件としては、「障害に対する周囲の理解があること」（60.3％）が

最も多く、これに次いで「障害にあった仕事であること」（54.2％）で、以下「障害のあ

る人に配慮した設備が整っていること」（51.3％）、「障害にあった勤務条件であること」

（49.5％）が続いています。 

五條·吉野地域自立支援協議会では、特別支援学校の進路担当者やハローワークの障

害者就労担当者等が参画する「就労支援部会」を設け、本市はこの部会にも関わりなが

ら、障害のある人の福祉的就労の充実と一般就労の拡大に向けた支援について検討を

行っています。一方、ハローワークでは、法定雇用率の未達成事業所に対する達成指導

のほか、求人募集、雇用に関する助言や労働局主催の障害者雇用促進に関する各種セミ

ナー、会議への参加の勧奨などを行うとともに、北和、中南和地区における障害者面接

会の開催や求職者に対する相談業務及び、就職先事業所への定着に向けた指導の実施な

どの取組みを行っています。今後、ハローワークと連携し、身体障害者だけでなく知的

障害者や精神障害者の雇用も進め法定雇用率以上の雇用に積極的に取り組んでいくこと

のほか、一般企業に対しては、事業主の障害のある人の雇用への理解·協力のための取

組みに努める一方、障害のある人に適した仕事や職域の開発、職業訓練の機会の充実と

ともに、障害の特性に配慮した就労条件や環境整備などを企業に働きかけ、就労機会の

拡大を図っていくことが必要です。 

また、企業への就労が困難な障害のある人については、福祉的就労を通じ生きがいづ

くりを支援することが重要ですが、本市周辺において福祉的就労を提供する事業所が少

ないのが現状です。 

障害のある人の生きがいづくりや社会参加の促進において、生涯学習·スポーツ活動

などを充実することは、障害のある人の生活の質の向上を図ることに大きな役割を果た
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します。 

障害のある人への調査の結果から、障害のある人の余暇活動の状況についてみると、

最近行った活動では、障害に関係なく「買い物」が多く、今後行いたい活動は、「旅行」

が買い物と並んで多くなっています。また、今後の活動意向として「スポーツ」や「レ

クリエーション」「趣味などのサークル活動·生涯学習」なども少なくありません。近年、

生活に楽しさを求めたり自ら積極的に社会参加をしたりする生きがいづくりへのニーズ

が高まっています。今後は生涯学習やスポーツ活動等を通じ、それぞれのライフスタイ

ルにあった生活の豊かさが求められるよう支援を強化していく必要があります。 

 

【施策の方向】 

（１）障害のある人の雇用に対する企業等の理解の促進 

ハローワークや障害者就業·生活支援センター等との連携のもと、事業主に対し障害

のある人の雇用促進を図る啓発活動を推進します。 

 

① 障害のある人の雇用に関する啓発 

○広報誌やホームページ等を通じ、障害のある人の雇用に関する啓発活動を推進し

ます。 

 

② 各種助成制度などに関する啓発 

○障害のある人の雇用に関する各種助成制度の活用、税制上の優遇措置などの周知

に引き続き取り組みます。 

○自動車運転免許取得費及び自動車改造費に関する助成制度等の周知を図り、身体

障害者の就労と自立を促進します。 

 

 

（２）障害のある人の就労機会や場の拡大 

障害のある人が職業を通して社会参加することができるよう、保健·福祉·教育·労

働などの関係機関が連携し、障害のある人の就労支援に努めます。 

 

① 障害のある人の雇用拡大に向けた支援体制の充実 

○ハローワークや障害者就業·生活支援センター、訓練等給付事業者、奈良高等技

術専門校等、関係機関の連携による就労支援体制の充実を図ります。 

○市役所において、相談支援事業の一環として就労に関する相談を実施します。 

○市役所において障害のある人の雇用を推進し、法定雇用率の遵守に努めます。 

 

② 就労訓練の場の充実による雇用・就労の促進 

○就労移行支援事業等を活用して、就労や職場定着に必要な訓練や指導等を受けら

れるよう支援します。 
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（３）スポーツ、レクリエーション及び文化・芸術活動の推進 

障害のある人が地域の行事やスポーツ、レクリエーション活動など、様々な地域活動

に参加·参画できるよう支援するとともに、障害のある人自身による各種活動を促進し

ます。 

 

① スポーツ、文化施設等のバリアフリー化等整備 

○市内の公共施設のバリアフリー化を推進し、より多くの市民が気軽に利用でき、

スポーツ等の様々な活動が楽しめるよう施設整備に努めます。 

 

② スポーツ・文化活動の充実 

○障害者団体等が実施する交流会やレクリエーション活動等に対し、事業の充実が

図れるよう支援に努めます。 

○地域住民と障害のある人が各々の関心や体力等に応じて参加できるスポーツ·レ

クリエーションの機会の充実を図るとともに、障害のある人が参加しやすいよう

受け入れ体制を充実します。 

 

 

（４）生涯学習の推進 

学校生活修了後も、障害のある人が主体的に判断し行動できる能力を培い、地域で学

習活動などに取り組むことができるよう、障害のある人の参加に配慮した学習内容及び

情報提供の充実を図るとともに、参加機会の拡大を図ります。 

 

① 学習機会の充実 

○各種講座や行事について、視覚障害者や聴覚障害者等の障害に配慮し、参加しや

すい条件や学習環境の整備に努めます。 

○障害のある人とない人が趣味等を通じ交流できる活動を支援します。 

○障害のある人の文化·芸術鑑賞の機会の拡充を図ります。 

 

② 学習情報提供及び支援体制の充実 

○生涯学習に関する情報提供の充実を図ります。 

○学習希望者のニーズに応じ、指導·助言する社会教育指導員の資質の向上を図り、

障害のある人の学習を推進します。 
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推進分野５ 心身の健康保持・増進のための保健・医療の充実 

【現状と課題】 

すべての市民が住み慣れた地域で健康に暮らしていけるよう、日頃から健康管理に努

め、中途障害の原因となる生活習慣病等の予防に主体的に取り組むことが必要です。特

に障害のある人が地域で安心して自立生活を送っていくにあたって、健康に対する適切

な支援体制が整備されていることが重要です。本市では、母子保健事業として、疾病や

障害があっても子どもが健やかに育つための療育教室及び母親への育児支援を行ってい

ます。成人保健事業については、各種がん検診をはじめ、骨粗しょう症検診や歯周疾患

健診を実施したり生活習慣改善のための健康教室を開催したりしています。これらのほ

か、地域においては、食生活改善推進員·運動普及推進員の養成及び協議会への支援、

健康づくり推進員への支援などを通じ市民の健康増進に向けた働きかけを行っています。 

障害の早期発見·早期対応については、各種がん検診や療育教室などのほか、特定健

康診査を通じ障害の原因となる生活習慣病の早期発見に努めています。また、保育中の

支援等が必要と思われる児童に対しては、児童の発育状況や活動状況を保護者に伝える

とともに、発達検査等の受診につなげるなど、早期療育に取り組んでいます。特に子ど

もの発達に不安を感じている保護者に対しては、保健福祉センター·児童福祉課·子ど

もサポートセンター等で相談を実施するとともに、保育所や児童館などの施設でも保護

者からの相談に随時対応し、相談内容に応じ関係機関につなげています。 

そのほか、障害のある人が長期の入所、入院生活から自立した地域生活へと移行する

ことを促進するため、保健·医療·福祉が連携した相談支援をはじめ、リハビリテーショ

ン体制や、病状が急変することが少なくない精神障害者の地域での安心な生活を支える

ための身近な医療サービスなど、障害のある人のニーズに応じた医療提供体制の充実が

求められます。 

さらに高齢化の進行を背景に、障害がある長期療養者や障害の重度化·重複化が増加

するものと考えられることから、市民の主体的な健康づくりを啓発し、専門機関との連

携のもと、保健·医療サービスやリハビリテーション体制の充実に努めるとともに、適

切な医療や福祉等のサービスの利用へとつなげる体制の充実が必要です。 

 

【施策の方向】 

（１）健康の保持・増進 

疾病や事故等の予防の一方で、医療的ケアを必要とする障害のある人への支援など、

保健·医療サービスの充実に努めます。 

 

① 母子保健事業の推進 

○妊婦一般健康診査、乳幼児健康診査等の母子保健事業や予防接種事業の充実を図

り、健やかな子どもの育成に努めます。 

○各種健診後に発達の遅れや障害が疑われる乳幼児、その保護者に対し早期に育児

相談等の対応を図り、障害の早期発見·早期療育につなげます。 
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○子育ての悩みを抱えた保護者及び保育者等からの相談に対応し、子育ての不安を

解消し、安心して子育てに取り組めるように支援体制を充実します。 

 

② 生活習慣病の予防・介護予防の推進 

○生活習慣病等、障害の原因となる疾病の予防と早期発見を図るため、特定健康診

査·特定保健指導、がん検診の受診の重要性について、市民に周知·啓発し、受

診率の向上に努めます。 

○生活習慣の改善や積極的な健康づくりなど、生活習慣病予防に対する取組みを促

進するための情報提供を充実します。 

○生活習慣病等が原因の障害の発生を予防するため、健康教育·健康相談·訪問指

導を充実するとともに、保健所や保健福祉センターでの健康相談事業などを通じ、

適切な医療を受けるための情報提供及び相談を実施します。 

○要介護状態に陥る可能性が高い高齢者について、一人ひとりの状態に応じた健康

管理を実施できるよう、介護予防サービスの充実を図ります。 

 

③ 精神保健対策の推進 

○うつやストレスへの対処法、休養のとり方など、こころの健康づくりについて広

報や各種教室等の充実を図り、普及·啓発に努めます。 

○精神障害についての理解の啓発とともに、精神科を有する病院との連携による精

神疾患の早期発見·早期治療、及び自立支援医療制度の利用推進に努めます。 

 

 

（２）障害に対する適切な保健・医療サービスの充実 

障害のある人が地域で自立した生活を送ることができるよう、保健·医療サービスの

充実に努めます。 

 

① 難病患者への支援の推進 

○難病患者の療養生活を支援するため、保健·医療·福祉のサービスを効果的に提 

供できるよう、保健所等関係機関と連携した支援体制の確立に努めます。 

    

② 円滑な医療体制の構築 

○障害を軽減し、より快適で自立した生活を促進するため、医療機関との連携のも

と、必要な治療をスムーズに受けることができる体制づくりに努めます。 

 

③ リハビリテーションの推進 

○障害のある人の地域生活への円滑な移行や自立した地域生活を支援するため、自

立訓練（機能訓練·生活訓練）を提供する事業所に関する情報を提供します。 
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④ 障害に対する医療費助成 

○医療が必要な障害のある人が、医療を受ける際に過度の負担が生じないよう医療

費助成制度を引き続き実施するとともに、広報誌·ホームページ等を通じ制度の

周知を図ります。 

○障害の軽減と重度化の防止を図るため、自立支援医療（「更生医療」「育成医療」

「精神通院医療」）等の利用について「障害福祉のしおり」等を通じ周知を図りま

す。 
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推進分野６ 生活の質（ＱＯＬ）を高める生活支援サービスの充実 

【現状と課題】 

障害のある人が住み慣れた地域で生活を継続するためには、様々なニーズに対応した

障害福祉サービスや地域生活支援事業による支援をはじめ、生活基盤の安定に向けた経

済的支援、障害のある人の権利を守るサービスなど、必要な支援は多岐にわたっていま

す。 

本市では、これまで４期にわたる障害福祉計画に基づき、障害福祉サービス等の提供

体制の継続した充実に取り組むとともに、制度やサービス内容については、「障害福祉の

しおり」や広報誌·ホームページなどを通じて周知を図っています。 

また、社会福祉協議会（社協）では、障害者総合支援法に基づく居宅介護事業（障害

者へのホームヘルプ）を実施しています。社協では、社会参加と自立を目指した支援を

行っており、居宅介護にあたっては、本人の能力に合わせて、出来ることは一緒になっ

て行ってもらうなど、障害のある人本人の自立に配慮した支援を行っています。また、

ヘルパーに対し職場内研修を定期的に実施するとともに、外部研修への参加を通じ各自

の資質向上に努めています。 

一方、これらの福祉サービスを円滑に利用するためには、障害のある人やその家族、

介助者等が抱える様々な不安や悩みを気軽に相談し、適切なサービスにつなぐことがで

きる相談支援体制の充実が重要です。 

障害のある人への調査の結果では、悩みごとは、身体障害者では「自分の老後」や「健

康や身体のこと」が、知的障害者では「災害時の安全の確保」や「自分の老後」がそれ

ぞれ多くなっています。また精神障害者では「自分の老後」が第１位で、これに次いで

「就職や職場選び」「健康や身体のこと」が上位項目となっています。さらに、困った時

の相談先をみると、障害の種別に関係なく、「家族·親族」が最も多くなっています。家

族·親族以外では、身体障害者は「友人·知人·隣人」が、知的障害者は「福祉施設の

職員·指導員」が、精神障害者は「病院·診療所など」がそれぞれ多くなっています。

知的障害者や精神障害者では専門的な相談窓口のニーズが高くなっている様子がうかが

えます。 

本市では、市内または近隣の障害者相談支援事業所に相談業務を委託し、障害福祉

サービスや生活全般等に関する相談支援に対応しています。社協では、平成26年４月か

ら障害者特定相談支援事業を実施しています。計画相談支援を通じて、本人·家族との

相談や情報提供を行うとともに、他の専門職や関係機関と連携し情報の共有や支援を

行っています。また、地域包括支援センターをはじめ、面接や電話·電子メール等を介

して精神保健福祉士を含めた専門職による相談を受けることができる体制を整備してい

ます。 

しかし、障害のある人への調査の結果では、現在の相談体制に対する評価は、知的障

害者を除く各障害では、十分の割合が不十分の割合を上回っており、十分との評価が多

くなっていますが、知的障害者では十分と不十分の割合が同率で評価は分かれています。 

また、福祉や生活に関する相談体制として希望することは、いずれの障害も、「どん

な時にどこに相談したらいいかわかるようにしてほしい」が第１位で、これに次いで身
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体障害者では「１か所でいろいろな問題について相談できるようにしてほしい」、知的障

害者·精神障害者では「情報提供だけでなく、問題の解決に至るような対応をしてほし

い」が多くなっています。 

相談窓口の周知を含め、利用しやすい相談体制の充実を図るとともに、総合的な相談

支援に対応できる体制づくりが必要です。 

 

【施策の方向】 

（１）生活支援体制の充実 

障害のある人が地域で自立した生活を送ることができるよう、日常生活に関わる困り

ごと等を相談したり、様々な情報を入手できる相談支援体制の充実を図るとともに、医

療機関や福祉施設、教育機関などライフステージに応じた相談体制の充実を図ります。 

 

① 障害のある人に寄り添った相談支援体制の充実 

○地域において障害のある人の日常生活上の相談対応や情報提供、福祉サービスの

利用援助等を行う相談支援事業所の普及·啓発を推進します。 

○障害のある人自身またはその家族が仲間として障害のある人からの相談を受け、

問題解決につながる助言を行うピアカウンセリング（当事者相談）の導入を検討

します。 

 

② 専門的な相談への対応の充実 

○乳幼児期から就労期以降までの一貫した対応が行えるよう相談支援に係る機関·

団体間の連携を深めるとともに、市役所内の保健·福祉部門や教育委員会、医療

機関等が連携した支援体制づくりを進め、適切な指導·支援を行なえる機能の充

実を図ります。 

○障害の特性や障害のある人の心身状況等に配慮し、精神保健福祉士をはじめ、ケ

アマネジャーや社会福祉士、保健師等の専門職による相談支援の充実を図ります。 

 

③ 広域的な連携による相談支援体制の充実 

○地域自立支援協議会において、保健·医療·福祉に係る関係機関·団体や教育機

関、民生委員·児童委員等の地域福祉を担う機関·団体等の連携·情報共有を深

め、地域で課題を抱える障害のある人の早期の発見や効果的な支援のあり方に向

けた協議を推進します。 

○相談支援専門員の資質向上や本市における相談支援体制の強化を図るため、南和

圏域４市町の連携のもと、「基幹相談支援センター」の設置を検討します。 
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（２）障害福祉サービス等の充実 

日常生活を送る上で必要なサービスがニーズに応じて利用でき、また障害の状況に応

じたサービスが提供される体制の計画的な整備を図ります。 

 

① 障害福祉サービスの充実 

○障害の程度や生活状況に応じて、多様なサービスを利用できるよう、自立支援給

付事業の提供体制の充実を図ります。 

 

② 地域生活支援事業の充実 

○障害の程度や生活状況に応じて、多様なサービスを利用できるよう、地域生活支

援事業の提供体制の充実を図ります。 

 

③ 自立支援の充実 

○障害のある人が身近な地域で生活を送ることができるよう、自立支援給付制度（介

護給付·訓練等給付）の周知と利用促進に努めます。 

○在宅福祉サービス利用援助など、障害のある人の地域での在宅生活を総合的に支

援するための体制の充実を図ります。 

 

④ サービス従事者の資質の向上 

○障害のある人とその家族の多様なニーズに応えることができるよう、サービス従

事者の資質の向上に向けた事業者の取組みに対し支援に努めます。 

 

 

（３）経済的自立の支援 

障害のある人が経済的に安定した生活を送ることができるよう、年金制度や各種手当、

割引制度等の周知に努めます。 
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推進分野７ いつまでも五條市に暮らしたいと思える安心・安全なまちづくりの推進 

【現状と課題】 

障害のない人への調査で、障害のある人にとっての五條市は暮らしやすいまちかどう

かたずねたところ、暮らしやすいまちだと思う割合は7.6％に対し、暮らしにくいまちだ

と思う割合が40.8％、「どちらともいえない」が49.2％で、障害のある人にとって本市は

暮らしにくいとの見方が多くなっています。 

平成23年８月に一部改正·公布された障害者基本法では、社会生活の困難さの原因を

社会的障壁（障害がある人にとって障壁となるような事物·制度·慣行·観念その他一

切のもの）にあるとし、障害のある人に対するあらゆる障壁を取り除く考え方から、障

害の有無や性別、年齢などに関係なく、誰にとってもやさしいまちづくりをめざすユニ

バーサルデザイン、心のバリアフリーなどの考え方に基づき、障害のある人が暮らしや

すい環境づくりが求められています。本市では、公園や体育館に車いす用トイレをはじ

め、オストメイト対応トイレ、思いやり駐車場を設置し周知しています。また、今後建

設が進められる予定の新庁舎については、すべての人にとって使いやすく、わかりやす

いユニバーサルデザインを基本に計画を進める予定です。移動手段については、継続し

て障害のある人の外出する機会を増やし活発な社会生活を送れるよう公共交通サービス

の充実を図っていくことが重要です。障害のある人への調査の結果では、外出時、道路

等の段差や公共交通機関の乗り降りの不便さ、移動手段の少なさ等に不満を感じている

障害のある人は少なくありません。市内の道路の段差解消や歩道の整備·設置等につい

ては計画的に取り組んでいますが、引き続き歩行者の目線に立って移動しやすい道路整

備に取り組む必要があります。 

また、障害のある人への調査の結果では、災害などの緊急時、「１人で避難できる」

割合は、身体障害者が54.8％、精神障害者が54.1％で過半数を占めていますが、知的障

害者は15.8％で最も低く、「避難できない」が63.2％を占めています。さらに、災害発生

時に不安なことは、身体障害者では「避難場所での長期避難生活に身体が耐えられるか

不安である」（37.1％）が。知的障害者、精神障害者の場合は「大勢の人の中で避難所生

活をすることに不安がある」がそれぞれ最も多く、避難場所での障害のある人への配慮

が重要となっています。いずれの障害も震災に備え障害特性に応じて特別な対策を特に

行っていないが最も多く、避難行動要支援者登録事業についても「知らない」の割合が

７割を占めています。本市では、総合防災訓練（避難所開設訓練及び避難誘導訓練で車

イスを使用しての避難）を実施する中で、障害のない市民が車いすでの避難を体験し、

自分達にできること、やっておくべきこと等を再確認する機会としています。また、市

立養護老人ホームでは、職員を対象に不審者が侵入したことを想定した防犯訓練を実施

しています。訓練では市内の障害者施設の職員も見学し、有事の際の対応について学ぶ

機会を提供しています。災害弱者となる障害のある人を適切に支援するため、要援護者

情報の充実や避難支援のためのネットワークの構築、地域コミュニティにおける支えあ

いの地域づくりを進めていく必要があります。 

福祉に関する情報の入手方法や内容の充実度に対する評価については、特に知的障害

者で不十分との意見が多く、またいずれの障害も、「福祉サービスの具体的内容や利用方
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法などに関する情報」と「困った時に相談ができる機関·場所についての情報」の２項

目の充実を求める声が上位となっています。情報の具体的な内容とともに、アクセスの

しやすさを充実させることが重要です。 

 

【施策の方向】 

（１）住まいや建物等の環境整備 

生活の基盤となる住環境の整備など、障害のある人が安心して暮らしやすいまちづく

りを推進します。 

 

① 住空間の環境整備 

○日常生活用具給付事業や、介護保険事業による住宅改修費の給付の周知とその利

用を推進し、生活の基盤となる住空間の環境整備を促進します。 

 

② 公共施設・公共空間のバリアフリー化の推進 

○ユニバーサルデザインの理念のもと、公共施設·公共空間について、障害のある

人や高齢者等の利便性を考慮した計画的な整備·改善を継続します。 

   

③ バリアフリー意識の醸成 

 ○公共施設の整備にあたっては、基本指針となる「高齢者、障害者等の移動等の円

滑化の促進に関する法律」（バリアフリー法）や「奈良県住みよい福祉のまちづ

くり条例」などの周知を図り、ユニバーサルデザインを踏まえた施設整備を促進

します。 

 

 

（２）公共交通機関、歩行空間等の環境整備 

市民が外出や移動の際、不便を感じないよう関係機関の協力·連携のもと、公共交通

機関の整備を図るとともに、道路機能の維持管理及び市民にとってやさしい道づくりに

重点を置いた歩行空間等の充実に努めます。 

① 公共交通機関のバリアフリー化 

○関係機関の協力･連携のもと、「バリアフリー法」などに基づき障害のある人の利

用に配慮した交通手段の充実を図り、障害のある人や高齢者の積極的な社会参加

を促進します。 

② 移動サービスの充実 

○障害のある人の外出や余暇活動への参加等を目的とした移動を支援するため、利

用者のニーズを踏まえ、移動支援事業を実施するとともに、サービス内容の充実

を図ります。 

○「同行援護」サービスについて、計画的な実施に努めます。 
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（３）防災、防犯対策の推進 

「五條市地域防災計画」に基づき、障害のある人や高齢者等をはじめ、すべての市民

が災害時に安全な避難等を行えるよう、計画的な防災対策を推進します。 

また、障害のある人や高齢者等の避難行動要支援者の安全を確保するため、地域住民

の協力による防災·防犯のための支援体制を強化するとともに、行政の保健·福祉部門、

防災部門、防犯部門、医療機関や警察等の関係機関が連携した取組みを推進します。 

 

① 災害時の情報伝達体制の充実 

○災害発生時には防災行政無線、携帯電話へのメールサービス等を活用し迅速かつ

的確な情報提供に努めます。 

○ライフライン等が寸断された場合、行政だけでは対応できないため、自主防災組

織をはじめ、自治会、民生児童委員及び各種団体による助け合い活動により対応

できるよう努めます。 

○災害発生時の円滑な安否確認を行うため、地域の福祉関係者等との連携により、

「避難行動要支援者名簿」への登録を促進し、支援が必要な障害のある人等の所

在の積極的な把握に努め、個人情報保護に十分配慮しながら情報共有を図ります。 

 

② 災害時の避難・救助体制の充実 

○災害時に住民が円滑に避難することができるよう、防災ガイドマップやホーム

ページ等により、避難場所や防災対策について周知·啓発を図ります。 

○自主防災組織等による協力体制の確立、住民や消防署等関係機関の連携による地

域での災害対策を推進します。 

○災害発生時、障害のある人など要援護者が避難し安心して過ごせる環境を確保す

るため、現在の福祉避難所との連携を深めるとともに、福祉避難所として役割を

果たすことのできる新しい施設等の確保を検討します。 

 

③ 防犯体制の充実 

○警察等の関係機関、地域の関係団体、事業所等と協働し、犯罪·事故等に関する

情報の提供や安全パトロールを実施するほか、住民の防犯意識を高め、地域での

自主防犯体制の充実に努めます。 
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（４）情報・コミュニケーションの充実 

障害のある人が情報収集やコミュニケーションの面で制約を感じることなく、必要な

サービスを享受したり社会参加したりできるよう、障害の特性に配慮しながら情報提供

方法の工夫や情報伝達手段の確保などを図り、情報格差の解消やアクセシビリティの向

上に努めます。 

 

① 行政情報のバリアフリー化 

○市役所や関連機関の窓口の表示や案内板等のバリアフリー化を推進するとともに、

手話や筆談など窓口でスムーズに意思疎通のできる環境づくりに努めます。 

○障害のある人が情報伝達の手段として活用できるよう、中途失明者等生活訓練事

業（県事業）の周知を図ります。 

 

② 福祉情報の提供 

○広報誌やホームページを活用し、市が取り組んでいる障害者施策や市（事業者）

が提供する様々な福祉サービスに関する情報の発信に努めるとともに、障害者団

体等の要請に応じ、各種福祉サービスの情報提供の充実を図ります。 

○民生委員·児童委員と連携し、福祉に関する相談·情報提供を充実します。 

○指定相談支援事業所と連携し、障害のある人の日常生活上の相談対応や情報提供、

福祉サービスの利用援助等の支援を実施します。 

○障害のある人等に配布している「障害福祉のしおり」については、制度やサービ

ス内容等の更新に合わせて最新情報の提供に努めます。 

 

③ 障害のある人のコミュニケーションを支援する人材の確保・育成 

○ボランティア団体等への協力を依頼するほか、コミュニケーション支援のための

人材育成講座等を開催し、円滑な意思疎通の体制づくりに努めます。 

 

④ 情報・コミュニケーションに関する理解の促進 

○障害が原因でコミュニケーションが困難な方について、地域住民の理解を深める

ための啓発を推進し、障害のある人が地域で安心して暮らせるまちづくりを推進

します。 
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第５章 計画の推進体制 

 

１ 計画の推進体制 

（１）庁内における計画の推進体制 

本計画を着実に実施していくために、他の部門別計画などとの整合性を図るととも

に、庁内関係各課との連携を深め、計画の総合的な推進を図ります。 

 

 

（２）関係団体、市民との協力体制 

障害者関連団体やボランティア·事業所·社会福祉協議会などの関係団体及び地域

住民との協働を進め、各種事業の推進を図ります。 

 

 

（３）国・県・市町村との連携 

障害のある人に関する施策については、国·県及び近隣市町村との連携のもと、総

合的かつ効果的な実施を図ります。 
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資料 

 

１ 計画策定の経過 

年   月 内       容 

平成28年 10月７日 

第１回障害者計画策定委員会の開催 

（１）障害者計画の概要について 

（２）障害者計画策定のための調査（案）について 

11月21日～12月５日 

五條市障害者基本計画見直しのための調査の実施 

（障害のある人ならびに障害のない人を対象に郵送に

より調査） 

12月12日～12月26日 

五條市障害者計画策定のための関係団体・事業者 

ヒアリング調査の実施 

（ヒアリングシートの配布・回収） 

平成29年 １月 庁内関係課に対する障害者施策に関する調査の実施 

平成29年 ２月28日 
第２回五條市障害者計画策定委員会の開催 

第２次五條市障害者計画（素案）について 
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２ 五條市障害者計画策定委員会設置要綱 

 

    

  （設置） 

第１条 五條市における障害者基本法（昭和４５年法律第４５号）第１１条第３項に規定

する市町村障害者計画（以下「五條市障害者計画」という。）及び障害者の日常生活及び

社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号。以下「障害者総

合支援法」という。）第８８条第１項に規定する市町村障害福祉計画（以下「五條市障害

福祉計画」という。）を策定するにあたり、障害者その他の関係者の意見を聴くため、五

條市障害者計画策定委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

 （所掌事項） 

第２条 委員会は、次に定める事項を所掌する。 

 (1) 五條市障害者計画の策定に関し意見を述べること。 

 (2) 五條市障害福祉計画の策定に関し意見を述べること。 

（組織） 

第３条 委員会は、委員２０名程度をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。 

(1) 市議会議員 

(2) 市民関係団体 

(3) 障害者団体又は障害者支援団体 

(4) 福祉・医療に関する学識経験者 

(5) 障害福祉施設関係者 

(6) 行政関係者 

３ 委員会は、必要に応じて臨時委員を置くことができる。 

 （委員長及び副委員長） 

第４条 委員会に委員長及び副委員長を置く。 

２ 委員長及び副委員長は委員の中から互選により選出する。 

３ 委員長は、委員会を代表し、会務を総括する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるときはその職務を代理する。 

 （会議） 

第５条 委員会の会議（以下「会議」という。）は、委員長が招集し、会議の議長となる。 

ただし、委嘱後最初に行われる会議は市長が招集する。 

２ 委員会は、委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 委員長は、第３条に規定する委員のほか、必要な者の出席を求めることができる。 

（任期） 

第６条 委員の任期は、委嘱から五條市障害者計画又は五條市障害福祉計画を策定するま

でとする。 

 （庶務） 

第７条 委員会の庶務は、あんしん福祉部社会福祉課福祉係において行う。 
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 （その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、市長が別に定

める。 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱による改正前の五條市障害者計画策定委員会設置要綱の規定により委嘱され

た委員は、この要綱による改正後の五條市障害者計画策定委員会設置要綱の規定により

委嘱されたものとみなす。 
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３ 五條市障害者計画策定委員会委員名簿 

 

  所属・役職名 氏   名 

1 五條市議会 議長 吉田  正 

2 五條市議会 厚生建設常任委員会 委員長 ◎吉田 雅範 

3 五條市自治連合会 会長 丸山 泰登美 

4 五條市社会福祉協議会 会長 ○北山 茂文 

5 
五條市民生児童委員連合会 会長  ※１ 山本 博巳 

五條市民生児童委員連合会 会長  ※２ 椋本 敏雄 

6 五條市身体障害者福祉協会 会長 笹谷 正明 

7 五條市視覚障害者福祉協会 会長 石山 岩次郎 

8 五條市手話通訳者会 会長 小山 芳司 

9 五條市手をつなぐ育成会 会長 大谷 國代 

10 五條子育て支援わーくすぺーす 代表 清吾 雅江 

11 五條市あすなろ福祉会 理事長 櫻本 旨代 

12 障害者支援施設つわぶき苑 施設長 森本 博子 

13 障害者支援施設仁優園 施設長 小笠原 秀雄 

14 ＮＰＯ法人吉野コスモス会 理事長 竹林  祐 

15 五條市医師会 会長 山田 宏治 

16 奈良県広域消防組合五條消防署 署長 番匠 信行 

17 五條市危機統括室 危機管理監   ※３ 山本 修二 

18 五條市すこやか市民部長 坂口 愼一 

19 五條市教育部長 松井 和永 

20 五條市あんしん福祉部長 稲次 裕美 

 

◎ 委員長  ○ 副委員長  

   （任期）      平成 28 年 10 月 7 日～平成 29 年 3 月 31 日 

     ※１ 平成 28 年 10 月７日～平成 28 年 11 月 30 日 

         ※２ 平成 28 年 12 月１日～平成 29 年 3 月 31 日 

         ※３ 平成 29 年 2 月 13 日～平成 29 年 3 月 31 日 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２次五條市障害者計画 
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